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１． はじめに 49 
 50 

令和元年 10 月の台風第 19 号（以下、令和元年東日本台風）では、東日本を51 
中心とした記録的な豪雨により、各地で甚大な洪水被害が発生した。国土交通52 
省所管ダムでは、洪水調節を行った 146 ダムのうち 6 ダムにおいて洪水調節容53 
量を使い切る見込みとなり、ダムへの流入量と同程度の放流量とする異常洪水54 
時防災操作に移行した。また、昨年 7 月の西日本豪雨においても、洪水調節を55 
行った 213 ダムのうち 8 ダムで異常洪水時防災操作に移行するなど、施設能力56 
を上回る洪水発生が常態化していると言っても過言ではない。今後、気候変動57 
の影響等による異常豪雨の頻発化が懸念される中、既設ダムの施設能力を上回58 
る洪水の発生頻度のさらなる増加が予想される。 59 

気候変動による外力の増大に対しては、引堤や堤防かさ上げなどの長い区間60 
にわたる河道改修には制約が多い中で、ダムによる洪水調節により、上流で洪61 
水を貯留して下流の河道への洪水の流下を抑制し、下流河川の長い区間にわた62 
って水位を低下させることは有効な手段である。また、ダムは、施設能力を上63 
回るような洪水が発生した場合であっても、下流河川の水位ピークの発生時刻64 
を遅らせることで避難時間の確保に寄与したり、氾濫する水量を低減させるこ65 
とで氾濫面積や浸水深を低減させたりする可能性を有しており、ダムの有する66 
これらの機能を最大限に発揮させることは重要である。 67 
 このような認識のもと、ダムは、運用の変更等によって、気候変動による外68 
力の増大に対応する可能性を有する施設であることから、これまでの知見や新69 
たな技術等を活用した、より効果的なダム操作を展開していく必要がある。 70 
また、ダム管理者や下流の河川管理者のみならず市町村や住民などダムに関71 

わる全ての主体が、ダムの特長や限界を正しく理解し、ダムの操作を踏まえた72 
防災行動を的確に実行できるようにしていくことが重要であり、ダムの操作に73 
関する情報の持つ意味を正確かつ十分に共有･共感できるかがポイントになる。74 
令和元年東日本台風では、平成 30 年７月の西日本豪雨の経験を踏まえ、ダム75 
の洪水調節に係る情報提供について、記者発表により報道機関等を通じて周知76 
するなど、新たな取り組みが行われたところであるが、真に「伝わる（情報を77 
受け取って理解してもらい行動につなげる）」ことに向けては更なる改善に取78 
り組む必要がある。 79 

本検討会は、これまでの知見や新たな技術等を活用した、より効果的なダム80 
操作や情報提供の更なる改善等について検討を進め、令和元年東日本台風での81 
対応から浮かび上がった、ダムの洪水調節及び情報提供に関する課題とこれに82 
対する取り組みの方向性等について内容をとりまとめた。 83 
  84 
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２． 「異常豪雨の頻発化に備えたダムの洪水調節機能と情報の充実に向けて（提言）85 
平成 30 年 12 月」を受けた取組状況 86 
 87 
 平成 30 年７月豪雨を踏まえ、気候変動の影響等により今後も施設規模を上88 
回る異常洪水が頻発することが懸念される中、国土交通省は、そうした事態に89 
備え、より効果的なダムの操作や有効活用の方策、ダムの操作に関わるより有90 
効な情報提供等のあり方について、ハード・ソフト両面から検討することを目91 
的に平成 30 年 9 月に、「異常豪雨の頻発化に備えたダムの洪水調節機能に関す92 
る検討会」を設置した。検討会での議論を経て、平成 30 年 12 月に、提言「異93 
常豪雨の頻発化に備えたダムの洪水調節機能と情報の充実に向けて」がとりま94 
とめられている。 95 
 96 
 提言では、対応すべき課題や主な論点を次の通りとしている。 97 
①異常豪雨によってダムの洪水調節容量を使い切ってしまうことに対し、 98 
・事前放流により、より多くの容量を確保できないか 99 
・異常洪水時防災操作に移行する前の通常の洪水調節段階により多くの放流100 
ができないか 101 

・気象予測に基づく操作を行うことはできないか 102 
②ダムの操作に関わる情報が住民の避難行動に繋がっていないことに対し、 103 
・平常時から浸水等のリスク情報を提供し、認識の共有を図ることが必要では104 
ないか 105 

・情報提供を「伝える」から「伝わる」、さらには「行動する」ように変える106 
ことが必要ではないか 107 

・情報提供を市長村長の判断に直結するよう変えることが必要ではないか 108 
 109 
これらに対し、対策の基本方針を次の通りとしている。 110 

①ハード対策（ダム再生等）とソフト対策（情報の充実等）を一体的に推進 111 
②ダム下流の河川改修とダム上流の土砂対策、利水容量の治水への活用など流112 
域内で推進した対策 113 

③ダムの操作や防災情報とその意味を関係者で共有し、避難行動に繋げる 114 
 115 

 提言では、「直ちに対応すべきこと」、「速やかに着手し対応すべきこと」、「研116 
究･技術開発等を進めつつ対応すべきこと」の３つに大別して対策を提案して117 
いる。 118 
ここでは、特に「直ちに対応すべきこと」を主体に、これまでに行ってきて119 

いる取り組みを確認･共有する観点から、代表的な事例について以下に紹介す120 
る。ダムの情報提供等の改善とともに、ダム再生事業に向けた検討が早急に進121 
められている事例もあり、頻発する豪雨災害に対してハード・ソフト両面から122 
の対策として、これらの取組の良い事例は積極的に紹介し、情報共有していく123 
ことが必要である。 124 
 125 
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異常豪雨の頻発化に備えたダムの洪水調節機能の関する検討会の提言の概要（対応すべき内容） 126 

 127 
 128 

 129 

方策 課題 対応すべき内容

よ
り
効
果
的
な
ダ
ム
操
作
や
有
効
活
用

Ⅰ．洪水貯留準備操作（事前放流）に
より、より多くの容量の確保

降雨量等の予測精度（数日前）、貯水位が回復しな

かった場合の渇水被害リスク、利水者の事前合意

利水者との調整等による洪水貯留準備操作（事前放流）の充実

洪水貯留準備操作（事前放流）の高度化に向けた降雨量やダム流入量（数日前）の予測精度向上

利水容量内の放流設備の位置や放流能力等の制約 洪水貯留準備操作（事前放流）を充実させるためのダム再生の推進

Ⅱ．異常洪水時防災操作に移行する
前の通常の防災操作（洪水調節）
の段階で、より多くの放流

下流河川の流下能力不足による制約 洪水調節機能を有効に活用するためのダム下流の河川改修の推進

貯水位が低い時点の放流能力等による制約
利水容量の治水活用による洪水調節機能の強化

洪水調節機能を強化するためのダム再生の推進

Ⅲ．気象予測に基づく防災操作（洪水
調節）

降雨量・ダム流入量予測（数時間前）の精度
予測が外れた場合のリスク、地域の認識共有

防災操作（洪水調節）の高度化に向けた降雨量やダム流入量（数時間前）の予測精度向上

気象予測等に基づくダム操作の高度化を行う場合の環境整備等の対応

Ⅳ．洪水調節容量の増大
ダム型式、地形、地質・施工条件（ダムかさ上げ等）
他の目的を持つ容量の振替

ダムの適切な維持管理・長寿命化の推進（容量を確保するための土砂対策等）

利水容量の治水活用による洪水調節機能の強化【再掲】

洪水調節機能を強化するためのダム再生の推進【再掲】

※全体に関連

ダムの操作規則の点検

ダム下流河川の改修やダム再生等により可能となる操作規則の変更

ダムの洪水調節機能を強化するための技術の開発・導入

気候変動による将来の外力の増大（降雨パターンの変化等を含む）への対応

よ
り
有
効
な
情
報
提
供
や
住
民
周
知

Ⅴ．平常時からの情報提供
～認識の共有～

ダム下流の浸水想定図等が作成されていない
ダム下流河川における浸水想定図等の作成

ダム下流の浸水想定等の充実と活用（市街地における想定浸水深等の表示等）

ダムの機能や操作等が十分に認知されていない
ダムの操作に関する情報提供等に関わる住民への説明

ダムの操作に関する情報提供等に関わる住民説明の定例化

防災情報が災害時の適切な行動に十分活用されて
いない

ダムの洪水調節機能を踏まえた住民参加型の訓練

ダムの洪水調節機能を踏まえた住民参加型訓練の定例化

Ⅵ．緊急時の住民への情報提供
～「伝える」から「伝わる」、

「行動する」へ～

緊急性や切迫感が十分に伝わっていない
ダム貯水池の状況が十分に伝わっていない
防災情報が利用されていない

洪水時のダムの貯水池の状況を伝えるための手段の充実、報道機関への情報提供

緊急時に地域の住民にとって有用となる防災情報ツールの共有

異常洪水時防災操作へ移行する際の放流警報の内容や手法の変更

ユニバーサルデザイン化された防災情報の提供、伝わりやすい防災用語の検討

プッシュ型配信等を活用したダム情報の提供の充実

ダムに関する情報伝達手法に関する技術開発

水害リスクを考慮した土地利用

情報の伝達範囲や手段等の充実

放流警報設備等の改良

放流警報設備等の施設の耐水化

電力供給停止時におけるダム操作に必要な電源等の確保

Ⅶ．緊急時の市町村への情報提供
～判断につながる情報提供～

市町村長が避難情報の発令を判断するために必要と

なる情報やその意味と伝達されるタイミング
ダム情報と避難情報の発令の関係の明確化

大規模氾濫減災協議会へのダム管理者の参画

避難勧告等の発令判断を支援するためのトップセミナーの開催

避難勧告等の発令判断を支援するためのトップセミナーの定例化

避難勧告等の発令判断を支援するための連絡体制強化

ダムの洪水調節機能を踏まえた避難勧告着目型タイムラインの整備

ダムの洪水調節機能を踏まえた避難勧告着目型タイムラインの充実

： 直ちに対応すべきこと ： 速やかに着手して対応すべきこと ： 研究・技術開発等を進めつつ対応すべきこと※凡例
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① 利水者との調整等による事前放流の充実（利水容量の治水活用による洪水調130 
節機能の強化） 131 

   治水の計画規模や河川（堤防等）・ダム等の施設能力を上回る洪水の発生時132 
におけるダム下流河川の沿川における洪水被害の防止・軽減を目的とし、洪水133 
貯留準備操作（事前放流）を実施している。 134 
令和元年 10 月時点において、多目的ダムの事前放流の実施体制を整えてい135 

るダムは 54 ダム、利水ダムの事前放流（治水協力）の実施体制を整えている136 
ダムは 7 ダムである。 137 
例えば、水資源機構管理の草木ダムにおいては、令和元年東日本台風におい138 

て事前放流を実施することにより、洪水調節容量を超える量の貯留が可能とな139 
り、異常洪水時防災操作を回避している。 140 

   また、和歌山県新宮市日足地区では、平成 23 年の洪水後、近畿地方整備局141 
が、治水安全度の向上を図るため、熊野川の河道掘削を実施するとともに、利142 
水ダム管理者との協議を行い、利水ダムの治水協力の体制（事前放流の実施内143 
容を具体化して実行できる体制）を整えた。令和元年台風第 10 号の際は、河144 
道掘削と、電源開発管理の発電専用ダムである風屋ダム・池原ダムの治水協力145 
の結果、約 1.3m の水位低減効果があり、家屋の浸水被害を回避した。 146 

国土交通省では、更なる事前放流の充実に向けて、利水ダムの治水協力を147 
促進する観点から、令和 2 年度より、利水ダムで事前放流に使用した利水容148 
量が従前と同様に回復せず、利水者に特別の負担が生じた場合の損失を補填149 
する制度を創設している。また、放流設備が小規模であるなどのために十分150 
な効果が発揮できない利水ダムにおいて、洪水調節機能の強化に一定の効果151 
が認められる放流施設等の改造に対する補助制度を創設している。 152 

その他、国及び水資源機構が管理するダムにおいて、利水容量（水利権が153 
未設定の利水容量）を暫定的に洪水調節に活用するための経費を計上する制154 
度を令和元年度に創設している。 155 

 156 
② ダムの適切な維持管理・長寿命化の推進 157 

   ダムの洪水調節機能を確実に発揮させるために、中部地方整備局管理の小渋158 
ダム等において、洪水調節容量内の堆砂除去を推進している。 159 

   ダムの堆砂対策を推進するため、国土交通省は、これまでは災害復旧事業制160 
度で実施できる堆砂除去の対象範囲が洪水調節容量に限られていた制度を、令161 
和 2 年度から、利水容量における事前放流に必要な容量まで拡充した。 162 
あわせて、総務省は、地方公共団体が単独事業として緊急的にダムの浚渫を163 

実施できるよう、令和 2 年度に、新たに「緊急浚渫推進事業費」を地方財政計164 
画に計上するとともに、緊急的な浚渫経費について地方債の発行を可能とする165 
ための特例措置を創設した（令和 6 年度までの 5 年間時限措置）。 166 
 167 

③ 洪水調節機能を強化するためのダム再生の推進 168 
 兵庫県管理の引原ダムでは、平成 30 年 7 月豪雨で計画の 1.5 倍の洪水がダ169 
ムに流入し、異常洪水時防災操作を実施したことを受け、速やかに洪水調節機170 
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能を強化する検討を実施し、令和 2 年度より、堤体かさ上げや放流設備改造等171 
のダム再生事業に新規に着手した。 172 
  173 

④ ダムの操作規則の点検 174 
   水資源機構管理の一庫ダムは、ダム下流河川の河道整備の進捗状況を踏まえ175 

て、より効果的な操作方法の検討を実施した結果、令和元年 6 月より、これま176 
で暫定的な操作としてダムからの計画最大放流量を 150m3/s としていたもの177 
を 200m3/s に変更し、より大きな規模の洪水に対しても洪水調節効果を発揮す178 
ることが可能となった。 179 

 180 
⑤ ダム下流河川における浸水想定図等の作成 181 

   現在、ダム下流河川における浸水想定図等の作成が進められている。平成 30182 
年 7 月豪雨を踏まえ、愛媛県は、野村ダム下流の西予市野村町地区、鹿野川ダ183 
ム下流の大洲市菅田地区を流れる肱川の区間を水位周知河川に指定し、浸水想184 
定区域図を作成した。 185 
また、西予市及び大洲市は、愛媛県が作成した浸水想定区域図を基に洪水ハ186 

ザードマップを作成した。また、市街地において、平成 30 年 7 月豪雨の際の187 
実績浸水深等の表示を行っている。 188 

 189 
⑥ ダムの操作に関する情報提供等に関わる住民への説明 190 

   中部地方整備局管理の長島ダムでは、静岡県榛原郡川根本町の防災訓練のプ191 
ログラムの１つとして、講演会「長島ダムの役割といざというときの避難」を192 
開催し、ダムの役割と限界、異常洪水時防災操作と早めの避難の重要性につい193 
て住民に説明を実施した。 194 
水資源機構管理の日吉ダムでは、ダムの役割、防災操作、平成 30 年 7 月豪195 
雨時の対応状況、異常洪水時防災操作時の下流住民への周知方法等について、196 
地区ごとの説明会を実施した。 197 
九州地方整備局管理の嘉瀬川ダムでは、ダム見学会において、ダム模型を利198 

用して、ダムの機能・操作及び異常洪水防災操作について説明を実施した。 199 
 200 
⑦ ダムの洪水調節機能を踏まえた住民参加型の訓練 201 

   東北地方整備局管理の寒河江ダムでは、県や下流市町と合同で寒河江ダムの202 
異常洪水時防災操作を想定した大規模洪水対応演習を実施した。簡易ＲＰ方式203 
で対応事項や手順の確認を行うとともに、避難勧告等の発令判断を支援するた204 
め西川町長とのホットラインを実践した。 205 
関東地方整備局管理の宮ヶ瀬ダムでは、ダムの放流情報等についての住民説206 

明会を開催するとともに、住民参加型の避難訓練を実施した。 207 
 208 

⑧ 洪水時のダム貯水池の状況を伝えるための手段の充実、報道機関への情報提209 
供 210 

   四国地方整備局管理の野村ダムでは、ダム放流量や貯水池への流入量等の情211 
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報に加え、貯水位の状況、ダム下流河川の状況、カメラ映像等の情報をテレビ212 
等のメディアを通じて住民に提供することを開始した。 213 

   九州地方整備局管理の鶴田ダムでは、ダムの情報を住民へいち早く届けるた214 
め、異常洪水時防災操作へ移行する際に、関係機関通知時と同時に報道機関へ215 
情報提供することとし、あわせて、令和元年６月 25 日、鹿児島県内の報道機216 
関を対象に「鶴田ダムからの情報提供のあり方とダムの操作説明」と題して説217 
明会を開催した。 218 

 219 
⑨ 緊急時に地域の住民にとって有用となる防災情報ツールの共有 220 

   北海道開発局管理の岩尾内ダムでは、ウェブサイトにて放流量や流入量、貯221 
水位等のリアルタイムでの情報配信に加え、放流状況等のメッセージを記載す222 
ることで、現在のダム状況を閲覧者に分かりやすく情報提供する取組を実施し223 
た。 224 

  225 
⑩ 異常洪水時防災操作へ移行する際の放流警報の内容や手法の変更 226 

   四国地方整備局管理の野村ダム・鹿野川ダムでは、ダムの放流量等の定量的227 
な情報だけでなく、危険度に応じた 4 段階のカラー表示等の情報発信を試行す228 
ることで、地域住民や肱川を訪れた人がその危険性を直感的に理解できる取組229 
を実施している。 230 

 231 
⑪ 放流警報設備等の改良・耐水化、電力供給停止時におけるダム操作に必要な232 

電源等の確保 233 
   水資源機構管理の下久保ダムでは、住民等に対して生命を守る避難等の行動234 

を促すよう、情報伝達範囲や手段等の充実として、放流警報局のスピーカー増235 
設を行った。 236 

   東北地方整備局管理の森吉山ダムでは、放流警報設備の水没による機能不全237 
防止のため、放流警報設備等の施設の耐水化を実施した。 238 

   地震や豪雨等による長期的な停電時においても安定的にダムを操作するた239 
め、予備発電機運転可能時間の延伸化（72 時間対応）を島根県管理の山佐ダム240 
などで実施中である。 241 

 242 
⑫ 大規模氾濫減災協議会へのダム管理者の参画 243 

   平成 30 年７月豪雨を踏まえ、高梁川水系では、これまで国と岡山県のそれ244 
ぞれの管理区間毎に組織されていた減災対策協議会を、高梁川水系全体として245 
統合するとともに、新たにダム管理者（利水ダム管理者含む）等が構成機関に246 
加わった。また、本協議会で検討を行い、利水ダム管理者、警察、自衛隊、交247 
通機関、報道機関、自治体、国土交通省など流域の関係機関による「高梁川水248 
害タイムライン」が策定された。 249 

 250 
⑬ 避難勧告等の発令判断を支援するためのトップセミナーの開催 251 

   沖縄県では、ダム所在地域において、自治体の避難勧告等の発令判断を支援252 
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するため、ダムの洪水調節と下流河川の水位状況、ホットラインと避難判断の253 
時期などについて確認するため、ダム管理者と自治体の首長によるトップセミ254 
ナーを実施した。 255 

   なお、国土交通省では、ダム管理者から自治体等の関係機関に対するダムの256 
放流情報等に関する通知について、より切迫感をもって緊急性を伝えられるよ257 
う、また、避難勧告等の判断に必要な情報の記載を追加し、通知文の標準案を258 
変更している。また、自治体の警戒レベルの発令基準とダム放流に係る通知等259 
の関係について、標準的な判断基準を示し、自治体等へ周知している。 260 

 261 
⑭ 避難勧告等の発令判断を支援するための連絡体制強化 262 

   四国地方整備局管理の鹿野川ダムでは、洪水時、定期的にダム予測等情報を263 
大洲市・愛媛県へメール送付を実施した。またホットラインの強化として、従264 
来の電話連絡に加えタブレット等を用いた TV 電話等を活用した。 265 

 266 
⑮ ダムの洪水調節機能を踏まえた避難勧告着目型タイムラインの整備 267 

   四国地方整備局管理の野村ダムでは、ダム管理者から発信される放流通知等268 
の情報と、住民の避難に関する防災行動を整理した避難勧告等に着目したタイ269 
ムラインを作成した。 270 

 271 
 272 

３． 令和元年東日本台風におけるダムの状況 273 
 274 

（１）令和元年東日本台風の概要と特徴 275 
令和元年 10 月に南鳥島近海で発生した東日本台風は、12 日 19 時前に大型276 

で強い勢力で伊豆半島に上陸し、その後、関東地方を通過し、13 日 12 時に日277 
本の東で温帯低気圧に変わった。降水量については、10 月 10 日～13 日までの278 
総降水量が、神奈川県箱根で 1,000mm に達し、東日本を中心に 17 地点で 500mm279 
を超えた。また、気象庁が設置している全国約 1300 か所の地域気象観測所（ア280 
メダス）の観測のうち、6 時間降水量は 89 地点、12 時間降水量は 120 地点、281 
24 時間降水量は 103 地点、48 時間降水量は 72 地点で観測史上最大を更新し282 
た。 283 

今回の台風による記録的な大雨の要因は、気象庁による速報的解析によると284 
次の通りである。 285 

①大型で非常に強い勢力を持った台風の接近による多量の水蒸気の流れ込286 
み 287 

②局地的な前線の強化及び地形の効果などによる持続的な上昇流の形成 288 
③台風中心付近の雨雲の通過 289 
なお、平成 30 年７月豪雨は、梅雨前線が停滞し、特に 72 時間や 48 時間降290 

水量などの長時間の大雨について観測史上１位を更新している地点が多かっ291 
たが、今回は台風性の豪雨であり、特に 6 時間、12 時間、24 時間降水量など292 
について観測史上 1 位を更新している地点が比較的多い傾向にある。 293 



8 
 

 294 
令和元年東日本台風の特徴（降雨） 295 

 296 
 297 

（２）令和元年東日本台風におけるダムの防災操作の状況 298 
○概況 299 
 国土交通省所管ダムにおいては、全国 562 ダムのうち、146 ダムで防災操作300 
（洪水調節）を実施し、ダムで洪水を貯留することにより、下流河川の水位301 
を低下させ、流域の被害軽減・防止効果を発揮した。また、治水の計画規模や302 
河川（堤防等）・ダム等の施設能力を上回る洪水の発生時に、ダム下流河川の303 
沿川における洪水被害の防止・軽減を図るべく、東日本を中心に 33 ダムで事304 
前放流を実施した。 305 
 洪水調節を行った 146 ダムのうち、美和ダム（中部地方整備局）、高柴ダム306 
（福島県）、塩原ダム（栃木県）、水沼ダム（茨城県）、竜神ダム（茨城県）、城307 
山ダム（神奈川県）の 6 ダムにおいて洪水調節容量を使い切る見込みとなり、308 
異常洪水時防災操作に移行した。 309 

このほか、樽水ダム（宮城県）、川治ダム（関東地方整備局）、川俣ダム（関310 
東地方整備局）、西荒川ダム（栃木県）、中禅寺ダム（栃木県）、草木ダム（水311 
資源機構）、下久保ダム（水資源機構）、二瀬ダム（関東地方整備局）の 8 ダ312 
ムでは、洪水調節容量を使い切る見込みがあり関係機関への通知等を行った313 
が、その後、降雨状況等により異常洪水時防災操作への移行は回避された。 314 

○ダムの洪水調節の特徴 315 
今回、洪水調節容量の 6 割以上を使用したダムは 34 ダムあり、これは平成316 

30 年 7 月豪雨（22 ダム）を上回る。平成 30 年 7 月豪雨では、長時間にわた317 
る複数のピーク流量を形成する洪水に対して洪水調節容量を長時間にわたり318 
使い続けたダムが多かったが、今回は、大型で強い勢力の台風の通過による319 
一山の洪水ピーク流量を持つ洪水に対して洪水調節容量を使っているダムが320 
多いことが特徴として挙げられる。 321 

今回洪水調節を実施した全てのダムについて、ダムの洪水調節容量を流域322 
面積で除した相当雨量によって、ダムの洪水調節能力を評価すると、今回異323 
常洪水時防災操作を実施した6ダムは、相当雨量が比較的小さい傾向にあり、324 
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相対的にダムの洪水調節能力が小さい傾向にあることが分かった（P）。 325 
 326 

令和元年東日本台風におけるダムの洪水調節の状況 327 

 328 
 329 

 330 
 331 
 332 

○ダムの洪水調節の効果事例 333 
洪水を貯留することにより効果を発揮したダムの事例を以下に示す。 334 
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・阿武隈川水系大滝根川の三春ダム（東北地方整備局管理）は、ダムへの最大335 
流入量約 613m3/s に対し、約 586m3/s をダムにより低減し、約 1,790 万 m3336 
の洪水を貯留したことで、ダム下流の郡山市の阿久津地点付近のピーク水337 
位を約 80cm 低下させる効果を発揮して越水氾濫の時間を短縮できたと推338 
定される。 339 

・阿賀野川水系阿賀川の大川ダム（北陸地方整備局管理）は、関係利水者の協340 
力のもと、事前放流を実施し、貯水位を約 6.3m 低下させ、貯水容量を新た341 
に約 5,890 千 m3 確保した。ダムへの最大流入量約 2,531m3/s に対し、約342 
834m3/s をダムにより低減し、約 2,405 万 m3 の洪水を貯留して、ダム下流343 
の喜多方市や会津坂下町の山科地点の水位を約 2.1m 低下させるなどの効344 
果を発揮した。 345 

・相模川水系の宮ヶ瀬ダム（関東地方整備局管理）及び城山ダム（神奈川県管346 
理）は、それぞれ約 4,300 万 m3、約 2,900 万 m3 の洪水を貯留し、ダム下347 
流の厚木市の厚木地点付近の相模川の水位を約 1.1m 低下させるなどの効348 
果を発揮した。 349 

 350 
 351 
・利根川水系の草木ダム（水資源機構管理）においては、大規模な洪水に備え352 

て利水容量の事前放流を実施し、水位低下を行った。これにより、ダムへ353 
の流入量ピーク時に洪水調節容量を超える量の貯留が可能となり、異常洪354 
水時防災操作を回避した。具体には、洪水調節容量は有効貯水容量の約 4355 
割にあたる約 2,000 万 m3 であるところ、この容量に加えて有効貯水容量の356 
約 3 割にあたる約 1,500 万 m3 の利水容量の事前放流を実施して、貯水位357 
を約 14.2m 低下させた。仮に利水容量の事前放流を行わなかった場合、異358 
常洪水時防災操作が必要となる貯水位を超えていたと想定される。 359 
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 360 
 361 
 362 
（３）異常洪水時防災操作を実施した 6 ダムの状況 363 
  ○洪水及び対応の状況 364 
   東日本台風では、国が管理する 1 ダム、県が管理する 5 ダムにおいて異常洪365 

水時防災操作に移行した。各ダムの管理者において、 366 
・降雨及び流入量の状況（降雨及び流入量の規模） 367 
・異常洪水時防災操作の通知状況（関係機関に対する実施時期） 368 
・異常洪水時防災操作の周知状況（一般に対するサイレン吹鳴等の実施時期） 369 
・避難勧告等の発令状況（ダム管理者が発信した情報を受けた市町村の警戒370 
発令状況） 371 

・事前の水位低下の実施状況（予備放流・事前放流の有無および実際の水位372 
低下量） 373 

・下流河川における浸水被害（浸水被害の有無等） 374 
・降雨予測の使用状況（ダム操作に用いた降雨予測情報の種類） 375 

等について確認・検証を行った。 376 
 377 

① 降雨及び流入量の状況（令和元年東日本台風の降雨量及び流入量の規模） 378 
   ・美和ダム（中部地方整備局管理）については、流域平均における計画降雨379 

量 260mm/2 日（1/100）に対して、実績 326mm/2 日を観測。また今回の最380 
大流入量である 887m3/s は管理開始以降 3 番目の流入量を記録。 381 

   ・高柴ダム（福島県管理）については、流域平均における計画降雨量 360mm/2382 
日（1/50）に対して、実績 344mm/2 日を観測。また今回の最大流入量であ383 
る 1,711m3/s は管理開始以降最大の流入量を記録。 384 

・塩原ダム（栃木県管理）については、流域平均における計画降雨量 395mm/385 
日（1/80）に対して、実績 410mm/日を観測。また今回の最大流入量である386 
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734m3/s は管理開始以降 4 番目の流入量を記録。 387 
・水沼ダム（茨城県管理）については、流域平均における計画降雨量 187mm/8h388 
（1/80）に対して、実績 376mm/日を観測。また今回の最大流入量である389 
226m3/s は管理開始以降最大の流入量を記録。 390 

・竜神ダム（茨城県管理）については、流域平均における計画降雨量 275mm/2391 
日（1/50）に対して、実績 230mm/2 日を観測。また今回の最大流入量であ392 
る 85m3/s は管理開始以降 3 番目の流入量を記録。 393 

・城山ダム（神奈川県管理）については、流域平均における計画降雨量394 
440mm/3 日（1/50）に対して、実績 525mm/3 日を観測。また今回の最大流395 
入量である 4,922m3/s は管理開始以降最大の流入量を記録。 396 

 397 
各ダムの令和元年東日本台風における流入量と既往最大流入量との比較 398 

 399 
 400 

②異常洪水時防災操作の通知状況（関係機関に対する実施時期）及び周知状況401 
（一般に対するサイレン吹鳴等の実施時期） 402 

   ・美和ダムについては、下流自治体（伊那市、宮田村、駒ヶ根市、飯島町、403 
中川村、松川町、豊丘村、高森町、飯田市、喬木村等）に対し、12 日 17404 
時 37 分に異常洪水時防災操作の 3 時間前通知、20 時 00 分に異常洪水時405 
防災操作の１時間前通知を実施。その他、記者発表、ツイッター、エリア406 
メールによる一般への周知も実施。 407 

   ・高柴ダムについては、下流自治体（いわき市）に対し、12 日 20 時 30 分に408 
異常洪水時防災操作の 3 時間前情報提供、21 時 05 分に異常洪水時防災操409 
作の１時間前通知を実施。その他、記者発表による一般への周知も実施。 410 

   ・塩原ダムについては、下流自治体（那須塩原市、大田原市、矢板市、那珂411 
川町等）に対し、12 日 20 時 30 分に異常洪水時防災操作の 1 時間前通知412 
を実施。 413 

887
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   ・水沼ダムについては、下流自治体（北茨城市）に対し、12 日 17 時 00 分に414 
異常洪水時防災操作の 3 時間前通知、19 時 45 分に異常洪水時防災操作の415 
１時間前通知を実施。その他、記者発表による一般への周知も実施。 416 

・竜神ダムについては、下流自治体（常陸太田市）に対し、12 日 19 時 45 分417 
に異常洪水時防災操作の 3 時間前通知、23 時 00 分に異常洪水時防災操作418 
の１時間前通知を実施。その他、記者発表による一般への周知も実施。 419 

・城山ダムについては、下流自治体（相模原市、愛川町、海老名市、厚木市420 
等）に対し、12 日 14 時 19 分に異常洪水時防災操作の 3 時間前通知、20421 
時 45 分に異常洪水時防災操作の１時間前通知を実施。その他、記者発表、422 
エリアメールによる一般への周知も実施。 423 

 424 
異常洪水時防災操作を行ったダムの通知等の状況 425 

 426 
 427 

③ 避難勧告等の発令状況（ダム管理者が発信した情報を受けた市町村の警戒428 
発令状況） 429 

以下の表に、各ダムの下流関係自治体が、避難情報を発令した時刻を示430 
す。 431 
 432 

  433 

ダム名 管理者
水系
河川

開始時刻 終了時刻 下流自治体
ダム

所在地

通知等の連絡時刻 実施した住民周知手法

3時間前通知等 1時間前通知等
警報車・警報
局のサイレン

記者発表 その他主なもの
通知等

連絡時間
開始時間との差

通知等
連絡時間

開始時間との差

美和ダム 中部地整
天竜川水系

三峰川
12日

21時30分
13日

01時00分

伊那市、宮田村、
駒ヶ根市、飯島
町、中川村、松
川町、豊丘村、
高森町、飯田市、
喬木村等

伊那市
１２日

１７時３７分
3時間53分前

１２日
２０時００分

1時間30分前 〇 〇
・ツイッターに
よる情報提供
・エリアメールを実施

高柴ダム 福島県
鮫川水系

鮫川
12日

23時00分
13日

02時12分
いわき市 いわき市

１２日
２０時３０分

2時間30分前
１２日

２１時０５分
1時間55分前 〇 〇

塩原ダム 栃木県
那珂川水系

箒川
12日

21時34分
13日

01時2分

那須塩原市、
大田原市、矢板
市、那珂川町

那須塩原市 － －
１２日

20時30分
1時間04分前 〇 ○※

水沼ダム 茨城県
大北川水系

花園川
12日

20時50分
12日

23時21分
北茨城市 北茨城市

１２日
１７時００分

3時間50分前
１２日

１９時４５分
1時間05分前 〇 〇

竜神ダム 茨城県
久慈川水系

竜神川
13日

00時35分
13日

02時30分
常陸太田市 常陸太田市

１２日
１９時４５分

4時間50分前
１２日

２３時００分
1時間35分前 〇 〇

城山ダム 神奈川県
相模川水系

相模川
12日

21時30分
13日

01時15分

相模原市、愛川
町、海老名市、
厚木市等

相模原市
１２日

１４時１９分
7時間前

１２日
２０時４５分頃

45分前 〇 〇 ・エリアメールを実施

※報道機関等への情報連絡を個別に実施
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避難情報の発令時刻 434 

 435 
    436 
   ＜城山ダムにおける異常洪水時防災操作にかかる対応経過の例＞ 437 
    相模川水系は、山梨県、神奈川県の 2 県 14 市 4 町 6 村にまたがり、下流438 

部の厚木市等の市街地化された地域に人口が集中している。相模川流域では、439 
上流に建設するダムによる洪水貯留と堤防整備等による河川改修を組み合440 
わせて治水対策を実施してきており、相模川本川に、神奈川県が管理する城441 
山ダム、支川の中津川に、関東地方整備局が管理する宮ヶ瀬ダムが完成して442 
いる。このような相模川水系において、令和元年 10 月 13 日から 16 日にか443 
けての 72 時間雨量において神奈川県相模原市の相模湖観測所では観測開始444 
以降で最大の 72 時間雨量となる 631mm を記録するなど、各観測所で観測史445 
上最大の雨量を更新した。城山ダムにおいては、3 日間で流域平均雨量 440mm446 
という計画降雨量に対し、これを上回る 3 日間で 525mm の降雨量を観測し、447 
ダムへの最大流入量が 4,922m3/s と、計画最大流入量 3,000m3/s を上回る規448 
模の流入量となり、管理開始以降最大を記録した。このような状況において449 
も、相模川水系の宮ヶ瀬ダム及び城山ダムは、それぞれ約 4,300 万 m3、約450 
2,900 万 m3 の洪水を貯留し、ダム下流の厚木市厚木地点付近の相模川の水451 
位を約 1.1m 低下させるなどの効果を発揮した。 452 
降雨情報やダムの流入・放流情報、ダム管理者からの自治体への情報の伝453 

達状況、自治体の避難情報の発令状況等（経過）は次の通りである。 454 
・10 月 11 日 14 時から予備放流を開始し、約 1,000 万 m3 を加えた約 2,900455 
万 m3 の容量を確保 456 

避難勧告 避難指示

長野県 伊那市 12日18時52分 12日20時00分

長野県 宮田村 12日21時00分

長野県 駒ヶ根市 12日18時30分

長野県 飯島町

長野県 中川村 12日19時30分

長野県 松川町 12日19時00分

長野県 豊丘村

長野県 高森町

長野県 喬木村

長野県 飯田市

高柴ダム 福島県 鮫川水系鮫川 福島県 いわき市 12日15時10分 12日20時30分

栃木県 那須塩原市 12日20時29分

栃木県 大田原市 12日20時00分

栃木県 矢板市

栃木県 那珂川町 12日20時17分

水沼ダム 茨城県 大北川水系花園川 茨城県 北茨城市 12日１５：４４ 12日２０：３４

竜神ダム 茨城県 久慈川水系竜神川 茨城県 常陸太田市 12日１６：００ 12日２２：００

神奈川県 相模原市 12日7時30分 12日13時30分

神奈川県 平塚市 12日13時00分 12日15時30分

神奈川県 茅ヶ崎市 12日6時00分 12日15時40分頃

神奈川県 厚木市 12日9時30分 12日13時30分

神奈川県 海老名市 12日13時30分

神奈川県 座間市 12日14時30分

神奈川県 寒川町 12日15時00分

神奈川県 愛川町 12日12時00分 12日14時20分

ダム名 管理者 河川
避難情報の発令時刻

下流関係自治体

城山ダム 神奈川県 相模川水系相模川

美和ダム 中部地整 天竜川水系三峰川

塩原ダム 栃木県 那珂川水系箒川
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・12 日 10 時 45 分、城山ダムへの流入量が 1,500m3/s に達したため、城山457 
ダム管理所は、操作規則に基づいて防災操作（洪水調節）を開始し、関係458 
機関へ「洪水調節開始の情報」を連絡 459 

・12 時 39 分、神奈川県県土整備局長から市長等へホットラインにより「17460 
時頃には異常洪水時防災操作を開始する見込み」である旨を伝達 461 

・13 時 00 分、神奈川県は「緊急放流の実施が見込まれます。命を守る行動462 
をとってください。緊急放流実施予定 17 時から」旨の内容を記者発表 463 

・13 時 30 分、相模原市が避難指示を発令 464 
・14 時 00 分、厚木市が避難指示を発令 465 
・14 時 19 分、城山ダム管理所が関係機関へ「17 時から異常洪水時防災操作466 
へ移行する見込み」である旨を通知 467 

・14 時 20 分、愛川町が避難指示を発令 468 
・15 時 20 分、海老名市が避難指示を発令 469 
・15 時 40 分、茅ヶ崎市が避難指示を発令 470 
・16 時 00 分、平塚市が避難指示を発令 471 
・16 時 18 分、神奈川県河川課から市町防災部課長へホットラインにより「17472 
時からの異常洪水時防災操作を見送る見込み」である旨を伝達 473 

・16 時 30 分、神奈川県は「17 時から見込んでいた緊急放流は、流入量が予474 
測に達しなかったため、当面見合わせます。緊急放流をする場合は、改め475 
て１時間前にお知らせします。」との内容を記者発表 476 

・19 時 41 分、神奈川県知事によるビデオメッセージで周知 477 
・20 時 37 分、神奈川県河川課から市町防災部課長へホットラインにより「22478 
時からの異常洪水時防災操作へ移行する見込み」である旨を伝達 479 

・20 時 47 分、城山ダム管理所が関係機関へ「22 時から異常洪水時防災操作480 
へ移行する見込み」である旨を通知 481 

・21 時 00 分、神奈川県は「22 時から緊急放流を開始します。すぐに命を守482 
る行動をとってください」との内容を記者発表で周知 483 

・21 時 21 分、神奈川県河川課から市町防災部課長へホットラインにより「22484 
時を待たずに異常洪水時防災操作へ移行する見込み」である旨を伝達 485 

・21 時 25 分、異常洪水時防災操作へ移行 486 
・21 時 28 分、神奈川県河川課から市町防災部課長へホットラインにより「22487 
時 30 分より異常洪水時防災操作へ移行する」旨を伝達 488 

・21 時 30 分、神奈川県は「22 時から緊急放流を開始するとお知らせしたと489 
ころですが、危険な状況となりましたので、22 時を待たずに緊急放流を490 
開始します。」旨の内容を記者発表 491 

・21 時 30 分には最大の流入量となる約 4,922m3/s を、22 時 15 分には最大492 
のダム流下量（放流量）となる約 4,626m3/s をそれぞれ記録 493 

なお、城山ダムでは、管理開始以降、初めて異常洪水時防災操作を実施494 
するに至り、相模川におけるダム下流の上依知地点、相模大橋地点、神川495 
橋地点では、氾濫危険水位を超過したものの、河川からの氾濫による浸水496 
被害の発生は確認されていない。 497 
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 498 
 499 

城山ダムにおける異常洪水時防災操作に係る関係機関等への情報提供500 

 501 
 502 

令和元年東日本台風 城山ダムに係る操作・情報伝達の状況（神奈川県）

本数値は、速報値であるため変更となる可能性があります
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最大流入量 4,922m3/s
（10月12日21:30)

最大放流量 4,540 m3/s
（10月12日22:15)

洪水時最高水位 125.5 m

異常洪水時防災操作開始水位 123.2 m

平常時最高貯水位 124.0 m

制限水位 120.0 m

計画最大放流量 3,000 m3/s

洪水量 1,500 m
3
/s

予備放流水位 113.0 m
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市町村へのホットライン

関係機関への周知

14:30 開始見込み通知

16:00 開始見送り連絡

20:45 開始見込み通知
21:45 開始通知

21:30 異常洪水時防災操作開始

01:15 異常洪水時防災操作終了06:00 茅ヶ崎市避難勧告

9:00 相模原市避難勧告

9:30 厚木市避難勧告

12:30 市長等へ
開始予定時間(17時）連絡

16:30 市町防災部課長へ

開始見送りの連絡

20:40 市町防災部課長へ

開始予定時刻(22時)連絡

21:20 市町防災部課長へ

開始予定時間変更(21:30)連絡

21:30 市町防災部課長へ

開始連絡

2:00 市町防災部課長へ

終了の連絡

14:00 厚木市避難指示

13:30 海老名市避難勧告

13:30 相模原市避難指示

13:00 平塚市避難勧告

16:00 平塚市避難指示

15:40 茅ケ崎市避難指示

15:20 海老名市避難指示
15:00 寒川町避難勧告

14:30 座間市避難勧告

14:20 愛川町避難指示
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④ 事前の水位低下の実施状況（予備放流・事前放流の有無および実際の水位503 
低下量） 504 

    異常洪水時防災操作を実施した 6 ダムのうち、5 ダムでは事前に水位を低505 
下させる操作を行っていた。 506 
・美和ダムについては、予備放流分と事前放流分の容量を確保。水位低下前507 
の水位 801.8m に対し、801.1m まで水位を低下させた。 508 

・高柴ダムについては、事前放流分の容量を確保。水位低下前の水位 52.3m509 
に対し、49.4m まで水位を低下させた。 510 

・塩原ダムについては、予備放流分の容量を確保。水位低下前の水位 400.1m511 
に対し、398.5m まで水位を低下させた。 512 

・水沼ダムについては、予備放流分の容量を確保。水位低下前の水位 275.7m513 
に対し、274.2m まで水位を低下させた。 514 

・竜神ダムについては、平常時最高貯水位 152.5m に対し、すでに 146.2m ま515 
で水位が低下していた。 516 

・城山ダムについては、予備放流分の容量を確保。水位低下前の水位 117.5m517 
に対し、112.1m まで水位を低下させた。 518 

 519 
６ダムの事前の水位低下 520 

 521 
 522 
 523 

⑤下流河川における浸水被害（浸水被害の有無等） 524 
 ・美和ダム下流河川では、河川からの氾濫による浸水被害無し。 525 
 ・高柴ダム下流河川では、河川からの氾濫による浸水被害無し。 526 
・塩原ダムより下流約 80km の那珂川本川では堤防が決壊。（なお、塩原ダム527 

▽112.1m

美和ダム 塩原ダム高柴ダム

水沼ダム 竜神ダム 城山ダム

洪水前に確保した容量
（予備放流分＋事前放流分）

（発電）

平常時最高貯水位
▽（815.0m）

△801.1m

実際の低下水位差：0.7m 実際の低下水位差：2.9m 実際の低下水位差：1.6m

実際の低下水位差：1.5m 実際の低下水位差：－ 実際の低下水位差：5.4m

最低水位
▽（ 796.5m）

平常時最高貯水位
▽（52.5m）

最低水位
▽（44.5m）

（水道用水、工業用水）

平常時最高貯水位
▽(280.0m)

最低水位
▽（270.0m）

▽274.2m

（水道用水、工業用水）

平常時最高貯水位
▽(152.5m)

最低水位
▽（136.0m）

▽146.2m

最低水位
▽（95.0m）

（水道用水、工業用水、
発電）

（かんがい用水）

（工業用水）

▽49.4m

予備放流の容量(空いていた) （空いていた）
予備放流の容量（空ける）

予備放流の容量
（空ける）

（空いていた）

（下がっていた）

（空いていた）

予備放流の容量
（空ける）

事前放流（空ける）

（空いていた）

事前放流（空ける）

（中部地整） （福島県） （栃木県）

（茨城県） （茨城県） （神奈川県）

予備放流水位 ▽803.8m
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▽801.8m △52.3m

▽400.1m

▽275.7m
▽117.5m

洪水前に確保した容量
（事前放流分）

洪水前に確保した容量
（予備放流分）

洪水前に確保した容量
（予備放流分）

洪水前に確保した容量
（予備放流分）

予備放流水位 ▽272.2m
予備放流水位 ▽113.0m

予備放流水位 ▽398.5m

放流を開始した水位

放流を開始した水位

放流を開始した水位 放流を開始した水位

洪水吐敷高 △799.5m

利水放流管敷高 ▽

洪水吐敷高
▽45.7m

利水放流管敷高 ▽42.4m
洪水吐敷高 ▽

利水放流管敷高 ▽388.1m

洪水吐敷高 △268.0m
利水放流管敷高 ▽268.3m

利水放流管敷高 ▽120.5m
洪水吐敷高 △135.0m

▽104.0m
洪水吐敷高

利水放流管敷高 △

放流を開始した水位

平常時最高貯水位
▽ (419.0m)

平常時最高貯水位
▽(120.0m)

本数値は、速報値であるため変更となる可能性があります
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下流の那珂川支川箒川の佐久山地点における最高水位は氾濫危険水位を528 
超過していない。） 529 

・水沼ダム下流河川では、堤防整備区間で越水は発生しなかったものの、河530 
口付近の無堤防区間で溢水が発生。床上浸水 5 棟、床下浸水 10 棟の浸水531 
被害有り。 532 

・竜神ダム下流河川では、河川からの氾濫による浸水被害無し。 533 
 ・城山ダム下流河川では、河川からの氾濫による浸水被害無し。 534 

 535 
⑥降雨予測の使用状況（ダム操作に用いた降雨予測情報の種類） 536 
・美和ダムでは、民間気象事業者によるダム上流の降雨予測（ＭＳＭやＧＳ537 
Ｍ等を基にした最大５１時間先までの予測）を活用し、貯留関数モデルに538 
て流出計算を実施し、１時間ごとに結果を算出している。 539 

・高柴ダム、塩原ダム、水沼ダム、竜神ダムでは、気象庁による降水短時間540 
予報のみを活用し、数値予報データを活用した流出計算は行っていない。 541 

・城山ダムでは民間気象事業者によるダム上流の降雨予測（ＭＳＭやＧＳＭ542 
等を基にした最大７８時間先までの予測）を活用し、タンクモデルにて流543 
出計算を実施している。 544 

 545 
⑦その他 546 
 大規模な洪水が発生した際のダムの安全性の確認について、今回の６ダム547 
において出水時の臨時点検を行っているが、堤体、堤体・貯水池周辺斜面、放548 
流設備等に被害はなかった。 549 
 550 

（４）異常洪水時防災操作を実施した 6 ダムの検証（課題と対応の方向性） 551 
平成 30 年 7 月豪雨では、「洪水調節容量を使い切ってしまったダムがあった552 

こと」、「ダム操作に関わる情報が住民の避難行動に繋がらない状況があったこ553 
と」が課題として挙げられたところである。 554 
令和元年東日本台風において、ダムの洪水調節機能については、平成 30 年555 

7 月豪雨と同様に異常洪水時防災操作に移行したダムが多数生じており、ダム556 
の効果的な操作や有効活用を進める必要がある。 557 
また、ダムの操作に関わる情報提供については、住民の避難行動を促すべく558 

異常洪水時防災操作への移行について記者発表を行い報道機関を通じて周知559 
するなど新たな取組が行われたところであるが、情報発信の仕方と情報の受け560 
止め方にギャップが存在したことなどが、課題としてあげられる。例えば城山561 
ダムでは、より早い段階から記者発表等の情報提供を行ったが、その後の降雨562 
等の状況により再確認（見合わせ）を行うなど、状況及び発表内容が変遷した563 
ことに関し、受け手側において、「もう大丈夫だろう」あるいは「方針が二転564 
三転した」というように、避難行動に資する(避難のための時間をできる限り565 
確保する)という本来の目的とは異なる受け止め方になった面がある。 566 
各ダムでは、ダムの操作規則等に基づき操作されたものであるが、洪水調節567 

機能や情報提供については上記のような課題もあることから検証を実施し、そ568 
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の結果、抽出された課題に対する対応の方向性を以下に示す。 569 
 570 
◆ダムの洪水調節機能に関する課題と対応の方向性 571 

 572 
 573 
◆ダムの情報提供に関する課題と対応の方向性 574 

 575 
 576 

ダム名 抽出された主な課題 対応の方向性

美和
ダム

洪水調節容量の確実な
確保

事前放流等による洪水
調節容量の強化

洪水調節時の放流量
増量への改善

事前放流の導入による容量確保 （令和2年出水期までに運用体制構築）

高柴
ダム

事前放流の導入による容量確保 （令和2年出水期までに運用体制構築）
河川整備計画の目標に向け、河川改修事業の促進を検討

塩原
ダム

事前放流の導入による容量確保 （令和2年出水期までに運用体制構築）
※最低水位よりも水位を低下させることを想定

水沼
ダム

事前放流の導入による容量確保 （令和2年出水期までに運用体制構築）

暫定操作規則（放流量の抑制）の解消 （下流河川の調査を早急に実施）

竜神
ダム

事前放流の導入による容量確保 （令和2年出水期までに運用体制構築）

城山
ダム

事前放流の導入による容量確保（令和2年出水期までに運用体制構築）

台風期までに洪水調節方法の見直し
(最大放流量の引き上げや定率操作の率の変更)

※上記を中心に下流市町と十分に調整を図りながら検討

ダム
名

抽出された主な課題 対応の方向性

美和
ダム

流量の情報だけでは河川の危険性が市町村防災担当者へ伝わり
にくい

・事前に、市町村別で放流量に応じた水位上昇量の一覧表などを情報
提供し、避難判断に資するよう整理

ホットラインの連絡内容が実務者に伝わりにくい ・タイムラインの見直し及び市町村の防災担当も連絡先に追加

エリアメールが十分活用されていない ・発信内容やタイミングを自治体と調整、自治体と連携した啓発を実施

高柴
ダム

避難の目安となるダムからの放流状況が分かりにくい ・洪水期前までに警報局からのアナウンス等について、改善を図る

ホットラインの連絡内容が実務者に伝わりにくい ・ホットラインの連絡先の追加（ダム下流の市支所長）

塩原
ダム

より早い段階かつ分かりやすい情報が市町から必要とされている
・異常洪水時防災操作の3時間前通知を追加
・関係市町のタイムライン作成 ・関係市町のホットライン構築

ダム下流の浸水想定を含むハザードマップが作成されていない ・ダム下流の浸水想定図の策定・公表、市町への提供、HMの作成支援

水沼
ダム

・
竜神
ダム

ダムからの通知内容がわかりづらい ・連絡様式の改善（流入量増分表示、貯水率の％表示など）

住民へのダムに関する情報が不足している ・川の防災情報へのダム情報の掲載

ダム下流の浸水想定を含むハザードマップが作成されていない ・ダム下流の浸水想定図の策定・公表、市町への提供、HMの作成支援

城山
ダム

発信側（県）と受信側（市町）で、住民の命を守る重要な防災情報に
対する認識が異なっていた

早い時期に予告の記者発表をしたが、当面見合わせる発表をしたと
きに受け手側が安心や二転三転と受け止めた

・市町等との防災情報に関する認識の確認 ・市町への伝達文の改善
・HP等の改善やリーフレットの作成による平素からの説明強化

・受け手側が避難行動との関係を誤解なく理解できるよう説明・解説を
行っていく

短時間で複数の部署やメディアから様々な情報が入り、市町におい
て情報が錯綜した

・視覚的に伝わる伝達方法の構築 ・ダム放流連絡内容の改善
・県防災部局との連携強化 ・洪水対応演習の充実

電話連絡（ダムホットライン等）に時間を要し市町への連絡が遅れた ・機敏な伝達方法の構築（ビジネス版LINEであるLINEWORKSの導入等）
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 577 
  578 
 579 
 ○下流河川における浸水被害との関係 580 

・塩原ダム（※栃木県による見解を引用） 581 
10 月 12 日 21 時 34 分に異常洪水時防災操作を行っているが、支川箒川の582 

佐久山水位観測地点（大田原市佐久山）の水位は氾濫注意水位内（レベル583 
2）で流下している。また、那珂川の小口水位観測所（那珂川町小口）にお584 
ける流域面積に対して、塩原ダムの流域面積が占める割合は小さい。栃木585 
県では、以上を踏まえると、那珂川本川中下流部における水位上昇は、本586 
川上流をはじめとした那珂川上流域全体での降雨によるものであり、塩原587 
ダムからの放流による影響は大きくないものと推測している。 588 

・水沼ダム（※茨城県による見解を引用） 589 
大北川河口部付近の無堤部から溢水し、20～40cm 程度の冠水があり家屋590 

浸水被害があった。茨城県では、仮に事前放流または暫定操作を解消し、591 
異常洪水時防災操作を回避した場合でも、水位低下効果は 4cm 程度（言い592 
換えると異常洪水時防災操作による水位上昇は 4cm 程度）であり、溢水に593 
ついて水沼ダムからの放流による影響は大きくないものと推測している。 594 

 595 
○異常洪水時防災操作実施ダムに関係する自治体へのアンケート 596 
受け手側へ的確に伝わる情報発信に向け、異常洪水時防災操作等のダムに関す597 

る情報の認識や、情報の伝わり方について、情報を受ける側である市町村（25 市598 
町村）に次の項目のアンケート調査を実施した。 599 

 600 

城山ダム：より有効な情報共有のあり方とより効果的な洪水調節の強化に向けた検証・検討

より有効な情報共有のあり方 より効果的な洪水調節機能の強化

目 的
○緊急放流に関して様々なツールを活用し積極的に情報提供

してきたが、県と市町等との情報の受伝達に課題があったこ
とから、情報共有のあり方について、流域の市町と共に検証
を進め、有効で機敏な情報共有の仕組みを構築する。

○昭和40年のダム運用以来初めて緊
急放流を実施したことを踏まえ、洪水
調節機能の強化について検討する。

課 題

○城山ダム放流要領に基づく連絡のほかに、ダムホットライン
などもあり、情報が錯綜した

○電話等による連絡に時間を要した
○県民の命を守る重要な防災情報について、伝える側の県と

受け止める側の市町との認識

○予備放流により洪水調節容量を確保
したが、緊急放流により下流河川に
約4,500㎥/sの水を放流した

検証の
進め方

○６市２町に対して、個別ヒアリングの場でダムの機能や操作
等について丁寧に説明し、防災情報に対して相互に認識の
すり合わせを行う。

〇アンケート調査及び個別ヒアリングを実施し、課題を抽出す
る。

○ダムの操作規則等を点検、検証し、
国や専門家の意見を聴きながら、事
前放流の導入や操作規則等の見直
しを行う方向で検討中

とりまとめ
イメージ案

＜流域市町＞
○有効で機敏な情報共有の仕組みを構築するため、以下につ

いて実施する。
・LINEWORKSの導入

・城山ダム放流要領及びダムホットラインの改善
・市町との認識のすり合わせ

〇県からの情報をもとに、首長が避難指示等の発令を判断す
るといったシナリオを含めるなど、より現実に即した洪水対応
演習を実施する。

＜住 民＞
・HP等の改善、リーフレットの配布

○事前放流を行うには、大規模なダム
の改良が必要であるため、実行可能
性について検討する。

○洪水調節時の段階でも、下流の堤防
に影響を与えない範囲で、より多く放
流し、ダムの水位上昇を抑えることが
できるよう操作規則等を見直す
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 601 
 602 
  アンケート結果から抽出された課題の主なもの及び対応の方向性は次の通り603 
である。 604 
・異常洪水時防災操作がどういう操作及び状態であるかといったことについて、605 
市町村の防災担当者にも必ずしも十分には理解されていない。ダムの能力、操606 
作内容等を平素からきめ細かく説明し意見を交換するなど（説明･広報手法の607 
改善を含む）、関係市町村（防災担当者）とのリスクコミュニケーションを充608 
実していく必要がある。 609 

・情報量が少なすぎるという意見が多い一方で、情報量が多く重要な情報がまぎ610 
れてしまうという意見も見られる。また、避難につながる重要な情報がわかり611 
づらいという意見も多い。情報提供の充実に向けて、情報の発信方法や内容を612 
引き続き改善するとともに、通知様式や報道発表資料を改善していく。 613 

・ダム貯水位はダムの貯留状況（満水に近づいているかどうか等）を直接表す重614 
要な情報であるが着目度が必ずしも高いとは言えず、ダム貯水位情報のもつ意615 
味の認識を共有する必要がある。 616 

・避難勧告や避難指示の発令基準に、異常洪水時防災操作に関する内容が位置づ617 
けられていないダムがある。これについては、関係自治体に「避難勧告等に関618 
するガイドライン（平成 31 年 3 月 内閣府）」を周知するとともに、警戒レベ619 
ルの発令基準とダム放流に係る通知等の関係における標準的な判断基準等に620 
ついて助言を行い、発令基準に位置づけられるよう働きかけを行っていく。 621 

 622 
なお、アンケートの結果の詳細は以下に示すとおりである。 623 
 624 
 625 
 626 
 627 
 628 
 629 

＜アンケート調査項目＞

用語について
・ダム操作等に関係する「用語」について知っているか。

（防災操作、異常洪水時防災操作、緊急放流、予備放流、事前放流、特別防
災操作）

異常洪水時防災操作
・異常洪水時防災操作の開始見込み時刻が、通知後も状況に応じて変化する
ことをどう思うか。

・異常洪水時防災操作の当初連絡の予定時刻を過ぎたが、状況の連絡がない
場合、どのように思うか。

・ダム管理者が回避の旨を発表するまで、異常洪水時防災操作の可能性があ
る状況が継続していることを知っていたか。

・異常洪水時防災操作の情報を受信した後、どのような行動をとったか。 等

ホットライン
・ホットラインにより、情報を受信した後、どのような行動をとったか
・ホットラインにおける問題点および要望はあるか。 等

災害時の情報伝達について（情報の受信）
・災害時のダム管理者からの情報の、情報量と分かりやすさはどうか
・「分かりづらい」場合は、情報を分かりやすくするための意見はあるか。等

災害時の情報伝達について（情報の発信）
・異常洪水時防災操作の情報についてどのように住民向けに情報発信したか
・情報発信に対して住民からどのような問い合わせがあったか。 等

避難勧告・避難指示
・避難勧告・避難指示の発令基準が、整備されていますか。
・「避難勧告等に関するガイドライン 平成31年3月 内閣府」のP14において、「

異常洪水時防災操作に移行する場合は、ダム管理者から伝達される放流情
報等をもとに避難勧告等を発令する」とあるが、避難勧告・避難指示の発令
基準に、異常洪水時防災操作に関する内容が記載されているか。

・台風19号時において、異常洪水時防災操作の情報が、避難勧告・避難指示
の発令のきっかけとなったか。 等

警報局舎
・ダム放流のサイレンについて、住民から聞こえない等の苦情はあったか
・ダムの警報板について、見にくい等の苦情はあるか 等
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 630 

 631 
 632 
 633 

 634 
 635 
 636 

■災害時のダム管理者から伝えられる情報の量と質

○情報量について

○避難につながる重要な情報のわかりやすさについて

○洪水時に必要だと思うダムの情報

○わかりやすくするための意見

n=25

n=107
n=25

【情報内容】
・水位上昇量や到達時間などの予測を示して欲しい
・異常洪水時防災操作による放流量毎の影響を教えてもらいたい
・可能性や見込み等の曖昧な表現ではなく、明確にして欲しい
・大量のFAXに重要な情報がまぎれてしまう。一目で重要だとわかるようにして欲しい
・防災担当者でなくともわかるような補足資料を添付して欲しい

【情報伝達】
・消防本部が窓口になっている。防災部門へも併せて連絡するなど、漏れがない連絡
体制を構築して欲しい

・緊急放流中であることを知らせるシステム（回転灯等）を構築してほしい
・FAX以外の伝達手法を検討してもらいたい

【リスクコミュニケーション】
・ダム操作の用語や意味が職員になじみがない。事前に説明があればよい。

※未回答=1

a 多すぎる

3者（12%）

b ちょうど良い

9者（36%）

c 少なすぎる

13者（52%）

a 分かりやすい

4者（17%）

b 分かりづらい

20者（83%）

16者

（64%） 12者

（48%）

21者

（84%）
19者

（76%） 11者

（44%）

24者

（96%）

4者

（16%）

0
5

10
15
20
25

回
答

数



23 
 

 637 
 638 

■自治体の避難勧告等の発令状況639 

 640 
 641 

○異常洪水時防災操作の情報が、避難勧告・避難指示の発令のきっ
かけとなったか

■異常洪水時防災操作に関する情報の活用状況

○異常洪水時防災操作に関する内容の、市町村の避難勧告・避難
指示の発令基準への位置づけ状況

○異常洪水時防災操作の情報受信後、どのような行動をとったか

○異常洪水時防災操作の情報をどのように住民向けに情報発信したか

n=25

n=25

n=68

n=83※未回答=1

※未回答=1

b 異常洪水時防災操

作に関する内容が記

載されていない。

18者（75%）

a 異常洪水時防
災操作に関する
内容が記載され

ている。
5者（21%）

c 避難勧告・避難指

示の発令基準が整

備されていない。

1者（4%）

b すでに他の理由

により避難勧告・

避難指示が発令

済みであった。

5者（21%）

a 異常洪水時防

災操作の情報

がきっかけで避

難勧告・避難指

示を発令した。

16者（67%）

c すでに他の理由により避難勧告・避難指示が発令済みで

あったが、異常洪水時防災操作の実施の可能性について注

意喚起を行った。

3者（12%）

6者

（24%）

20者

（80%） 12者

（48%）

13者

（52%）
12者

（48%）
10者

（40%）
0者

（0%）

10者

（40%）

0
5

10
15
20
25

回
答

数

0者

（0%）

12者

（48%）

15者

（60%）

21者

（84%）

8者

（32%）

11者

（44%）

1者

（4%）

0
5

10
15
20
25

回
答

数

ダム名 市町村名 避難勧告・避難指示の発令状況
伊那市 異常洪水時防災操作の情報がきっかけで避勧勧告・避難指示を発令
松川町 異常洪水時防災操作の情報がきっかけで避難勧告を発令
中川村 異常洪水時防災操作の情報がきっかけで避難勧告を発令
飯田市 他の理由により避難勧告を発令
宮田村 異常洪水時防災操作の情報がきっかけで避難指示を発令
駒ヶ根市 異常洪水時防災操作の情報がきっかけで避難指示を発令

高柴ダム いわき市 異常洪水時防災操作の情報がきっかけで避難指示を発令
那珂川町 他の理由により避難指示を発令
大田原市 他の理由により避難指示を発令
那須塩原市 異常洪水時防災操作の情報がきっかけで避難勧告を発令
矢板市 他の理由により避難勧告を発令

水沼ダム 北茨城市 他の理由により避難勧告・避難指示を発令
竜神ダム 常陸太田市 他の理由により避難勧告・避難指示を発令

愛川町 異常洪水時防災操作の情報がきっかけで避難指示を発令
海老名市 異常洪水時防災操作の情報がきっかけで避勧勧告・避難指示を発令
茅ヶ崎市 異常洪水時防災操作の情報がきっかけで避勧勧告・避難指示を発令
座間市 異常洪水時防災操作の情報がきっかけで避難勧告を発令
相模原市 異常洪水時防災操作の情報がきっかけで避勧勧告・避難指示を発令
平塚市 異常洪水時防災操作の情報がきっかけで避勧勧告・避難指示を発令
寒川町 他の理由により避難勧告を発令
厚木市 他の理由により避難勧告・避難指示を発令

美和ダム

塩原ダム

城山ダム
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４． ダムの洪水調節及び情報提供に関する課題と対応の方向性 642 
 643 
平成 30 年 7 月の西日本豪雨では、「洪水調節機能を使い切ってしまったダム644 

があったこと」、「ダム操作に関わる情報が住民の避難行動に繋がらない状況が645 
あったこと」が課題として挙げられたところであるが、３（４）で述べた通り、646 
令和元年東日本台風でも、洪水調節機能に関して、平成 30 年 7 月の西日本豪647 
雨に引き続き異常洪水時防災操作に移行したダムが多数生じたこと、また、情648 
報提供に関して、異常洪水時防災操作への移行に際しての情報発信の仕方と情649 
報の受け止め方にギャップが存在したことから、平成 30 年 7 月西日本豪雨時650 
の課題の延長線上でさらなる課題が浮かび上がったものと認識される。 651 

上記を踏まえ、より効果的なダム操作への改善、避難行動に結びつくような652 
より効果的な情報提供への改善との観点から、（１）より効果的なダム操作へ653 
の改良（①異常洪水時防災操作の方法論、②事前放流の方法論、③その他ダム654 
操作全般）、（２）避難行動に結びつくようなより効果的な情報提供への改善（①655 
情報発信の方法論）に大別して、現状の分析（課題）と対応の方向性をとりま656 
とめた。 657 

 658 
（１）より効果的なダム操作への改良 659 

① 異常洪水時防災操作の方法論 660 
○操作規則の見直しについて 661 
（現状の分析、課題） 662 
異常洪水時防災操作への移行を抑制し洪水調節機能をできるだけ発揮663 

させるため、下流河道整備の進展等に応じた計画最大放流量あるいは洪水664 
量（洪水調節開始流量）の引き上げにより大規模洪水への洪水調節効果を665 
発揮させることについて、これらの見直しをしようとする場合に整理確認666 
すべき事項が必ずしも明らかになっていない。 667 
（対応の方向性） 668 
 操作規則を見直した事例の内容を共有し、見直しをする場合の検討や判669 
断をしやすくするよう、確認事項･留意事項を整理し明確化していく。 670 
一例として、淀川水系猪名川の一庫ダム（水資源機構管理）での操作規671 

則の変更事例をもとに、確認項目や留意事項を下記の通り（主なものを記672 
載）に整理した。 673 
このように、ダムの計画最大放流量あるいは洪水量（洪水調節開始流量）674 

の引き上げを行うには、河道や沿川の状況、流下能力の確認など、最新情675 
報による確認・検討が必要である。過去の洪水パターンの選定、操作方法676 
の検討･設定、効果の評価などを行ったうえで、関係者への説明･合意形成677 
のもとに変更することが必要となる。 678 

  679 
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ダムの操作規則を見直す際の検討内容や留意事項等 680 

 681 
 682 

○異常洪水時防災操作の操作方式について 683 
（現状の分析、課題） 684 

異常洪水時防災操作について、現行の操作方式以外に新たな操作方式685 
（必要最小放流量方式等）が提案されているが、その適用性については686 
必ずしもダム管理者に認識共有されていない。 687 

 （対応の方向性） 688 
新たな操作方式を適用・検討した事例の内容を共有するとともに、現689 

状の技術到達レベルについての認識を共有していく。 690 
  新たな操作方式としては、必要最小放流量方式、ＶＲ方式、放流量曲691 
線逐次見直し方式、限界操作方式が挙げられ、現行操作方式を含め、そ692 
れぞれの概要及び特徴は以下の表の通りである。それぞれの方式で一長693 
一短がある状況であり、ここでは、近年実際に異常洪水時防災操作に移694 
行したダムを事例としてそれぞれの方法で再現検討を実施することとし、695 
平成 30 年７月豪雨で異常洪水時防災操作に移行したダムを事例として、696 
計画のハイドロパターンを外力とすることに加え、実績のパターンを外697 
力として検討を行った。 698 
Ⅰ 計画ハイドロパターン 699 
Ⅰ-１ 計画波形のピーク流量を設計洪水流量まで引き伸ばし 700 
Ⅰ-２ 計画波形を本則操作で洪水調節容量を使い切る程度に引き伸   701 
ばし 702 

Ⅱ 平成 30 年 7 月豪雨の実績ハイドロパターン 703 
 704 
 705 
 706 
 707 
 708 
 709 

確認項目 一庫ダムでの検討内容（事例） 他のダムでの検討や留意事項等　（案）

河川の整備状況、
沿川の状況把握

・現況河道において流下能力を把握するため最新の河道断面を収集し、最新の現況流
下能力を算出。
・ダム下流における河川改修事業の進捗を把握。
（一庫大路次川・猪名川指定区間・直轄区間・神崎川）
・ダム下流河道の現地踏査を行い、河道状況、沿川の状況を確認。

・定期的に、放流量決定の根拠となる河道のネック箇所等の変化、上下流バラ
ンスを考慮した下流河川整備の進捗及び関連治水施設の建設状況等を把握
しておく必要がある。
・ダム管理者と河川管理者の協働が必要。

流下能力の確認 ・最新の河道断面における流下能力を算定。
・ダム管理者と河川管理者の協働体制が必要。
・河川改修、河道の土砂堆積、樹木状況等を考慮。
・流下能力の確認は定期的に行う必要。

対象波形の選定
操作方法の設定

・河川整備計画策定時に検討された主要６洪水を対象洪水として選定。
・流域全体の流出計算モデルを作成し、支川を含む小流域に分割。小流域毎に降雨を
与えて流出計算を実施。流域の既存洪水貯留施設や内水排除施設（ポンプ場等）の
操作をモデルに反映。
・検討する操作方法として、現行操作150m3/s一定量放流のほか、200m3/s一定量放
流、250m3/s一定量放流、345m3/s一定量放流の4ケースの放流量を設定。

・当該ダムの放流、下流支川のダム等貯留施設等の操作方法を踏まえた流出
計算の実施。
・検討対象とした主要洪水パターンから評価手法の検討
・各河川の状況に合わせた操作方式を検討。
・河川沿川の状況等から、操作手法などが採用できる可能性がないか合わせ
て検討。

効果検討・評価
・被害額・床上床下浸水世帯数・浸水面積等を算出、効果を評価・検討。
・洪水被害を最小にする放流量を設定。

・評価手法の検討。
・評価指標として検討ケース毎のダム効果等の算出。

関係機関協議
・検討結果等を踏まえ、関係機関等と協議。
・200m3/s一定量方式による操作方法変更の関係者の合意形成。

・地域の合意形成が重要（対象洪水やリスク配分）

管理規程変更 ・令和元年出水期までに運用開始できるよう操作規定変更手続きを実施。 ・出水期までの変更を考慮した変更スケジュール管理。
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ダムの異常洪水時防災操作の方法 710 

 711 
 712 

Ⅰ-１については、設計洪水位までに設計洪水流量を放流することが可713 
能かを確認したところ、放流量曲線逐次見直し方式では設計洪水位まで714 
に設計洪水流量を放流することができなかった。 715 
Ⅰ-２については、最大放流量、最高貯水位、放流量の最大増加量、異716 

常洪水時防災操作に入るタイミング、洪水調節容量の使用割合を確認し717 
たところ、限界操作方式は下流で急激な水位上昇が生じない一方で、現 718 
行方式と比較して異常洪水時防災操作を開始するタイミングが早く、最719 
大放流量が増加し、洪水調節容量の使用率は８割以下となった。他の方720 
式については、現行方式より洪水調節容量の使用率が増加するものの、721 
放流量の最大増加量は大幅に増加する。 722 

  Ⅱについては、現行操作方式（操作開始水位 8 割、操作開始水位 9.5723 
割）、必要最小放流量方式、ＶＲ方式を対象に、最高貯水位、最大放流量、724 
洪水調節容量の使用率を確認した。最高貯水位については、必要最小放725 
流量方式が洪水位最高水位を超過した。最大放流量については、現行操726 
作方式（操作開始水位 9.5 割）が最も大きく、以下、現行操作方式（操727 
作開始水位 8 割）、ＶＲ方式の順で、必要最小放流量方式が最も小さかっ728 
た。なお、ＶＲ方式については、Ⅰ-２においては、最大放流量は現行操729 
作方式（操作開始水位 8 割）よりも大きかった。 730 

  以上の結果から、最高貯水位や最大放流量といった評価項目の値の大731 
小関係は、設定した流入波形によって変化している。 732 
このため、それぞれのダムに適した方式を見極めていくには当該ダムで733 

手順の概要 特徴

現行の異常
洪水時防災
操作方式

貯水位 - ゲート開度対応表を作成し、これに基
づいてゲート操作を行う。

（利点）操作中に必要な情報は貯水位のみである。
（欠点）流入量の大きさに関係なく放流量を増加させるため、これまでの
実施実績の中には結果的に洪水調節容量を十分に発揮できなかった事
例も存在する。

必要最小放
流量方式

任意の流入量・貯水位から一定割合で流入量が
ダム設計洪水流量まで増加・継続した際に、規定
で定められたゲート操作を行って設計洪水位でダ
ム設計洪水流量を放流するために、現時点で最
低でも放流しなければならない放流量を定めた
テーブルを作成し、これに基づいてゲート操作を
行う。

（利点）流入量が任意の値からダム設計洪水流量まで上昇する場合にお
いても設計洪水位におけるダム設計洪水流量の放流が満足されるため、
操作中に流入量が減少から増加に転じる場合においても適切に操作が
行われる。
（欠点）流入量の増加割合が想定を上回る場合、操作の遅れが生じるお
それがある。

VR方式 過去の実績出水等から作成したピーク流量以降
の流入量の逓減特性を表現した基準流入波形を
設定し、基準流入波形に対して洪水調節容量を
使い切るよう空容量と放流率を定めたテーブルを
作成し、これに基づいてゲート操作を行う。

（利点）ピーク以降の流入量が単調に減少する洪水に対しては、時々
刻々放流量を見直して洪水調節容量を多く使用することで洪水調節効
果を高めることが期待できる。
（欠点）操作中に流入量が減少から増加に転じると、操作の遅れが生じ
るおそれがある。

放流量曲線
逐次見直し方
式

貯水位が異常洪水時防災操作開始水位を超え
た後、流入量がピークを過ぎて逓減している場合、
60分毎にその時点における流入量を洪水時最高
水位で放流するように放流量曲線を設定し、これ
に基づいてゲート操作を行う。

（利点）流入量が単調に減少する洪水に対しては、60分毎に放流量曲線
を見直して洪水調節容量を多く使用することで洪水調節効果を高めるこ
とが期待できる。
（欠点）操作中に流入量が減少から増加に転じると、操作の遅れが生じ
るおそれがある。その際は、洪水時最高水位における放流量の目標値

を計画高水流量とするよう放流量曲線を設定しなおす等の留意が必要と
なる。

限界操作方
式

「限界流入量」を下流河道の水位上昇速度の上
限、下流河道の水位流量曲線の変数、流入量、
放流量等を基に求め、流入量が限界流入量を上
回った段階で異常洪水時防災操作の放流を開始
する。

（利点）下流の水位上昇速度を目標値以下に抑えることができる。
（欠点）流入波形によっては、目標とする下流の水位上昇速度を遅く設定
すると、早期に放流量を増加させることにより本則操作に比べて放流量
が大きくなる場合がある。
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発生しうる様々な流入波形を設定して検証する必要がある。また、操作の734 
容易さや、操作に使用する各種データの入手が不完全になった場合の対応735 
のしやすさなど、数値化しにくい評価項目も含め、総合的に判断する必要736 
があり、先行検討事例の情報共有や検討事例の蓄積･整理を進める必要が737 
ある。 738 
 739 

② 事前放流の方法論 740 
 741 
○水位低下量の設定方法について 742 
（現状の分析、課題) 743 
 水位低下量の設定方法については、現在、回復可能水位をもとに水位低744 
下量を設定する方法（水位回復可能テーブル手法）や、一つの固定水位や745 
複数の水位を設定する方法を採用している事例があり、ダムに応じて異な746 
る。（下記の表参照。下記の「利用可能な降雨予測情報について」と関連747 
するので当該事項とあわせて整理した。） 748 
 749 

事前放流の実施判断基準と低下水位量設定の既往事例 750 

 751 
 752 
現行の主たる方法である水位回復可能テーブル手法については、実績を753 

踏まえた上で予測情報を活かすという面では合理的であるものの、ダム管754 
理の体制によっては過去の降雨実績データの整理など作業が煩雑である。755 
また、過去に最も予測が外れた降雨（回復量が少なかった降雨）を対象と756 
する考え方であるため貯水位が回復しないリスクが小さくなるが、今後、757 
それより予測が外れる降雨もありうるという意味では 100％の回復を保758 
証するものでもなく、予測が外れた降雨事例が蓄積されていくと、水位低759 
下できる量がさらに少なくなり、治水上は効果が出ない方向となる。利水760 

ダム 事前放流実施判断基準 低下水位量の設定

多目的ダムの
標準例

(1)または(2)を満たすとき事前放流を実施
(1)台風の中心が東経○○度から○○度までの範囲において北緯○○
度以北に達し、○○ダム流域内における総雨量が○○mmを超える
と予測されるとき

(2)○○ダム流域内における累加雨量が○○mmに達し、さらに総雨量
が○○mmを超えると予測されるとき

【水位回復可能テーブルによる水位設定】
過去の主要洪水において、予測雨量・実績の雨量・回復量を
関連付けた回復可能テーブルを作成し、洪水に際して実績雨
量と予測雨量から低下水位量を設定

○○ダム
（県管理多目的
ダムの例）

気象庁発表の「台風に関する気象情報」、「大雨に関する気象情報」
が(1)または(2)の条件を満たすとき事前放流を実施
（1）台風が○○地方に影響を及ぼすおそれがあるとき
（2）○○区域の24時間降雨量が○○mmを超えると予想されるとき

【一つの固定水位を設定】
予測雨量によらず目標水位を一つに固定

○○ダム
（発電ダム）

以下の条件を満たすとき事前放流を実施
ダム流域内累計雨量と39時間予測積算雨量の和が○○mmを下回ること

なく○○○mm以上を２回記録

【一つの固定水位を設定】
実績雨量と予測雨量によらず目標水位を一つに固定

○○ダム
（発電ダム）

（1）または（2）の条件を満たすとき、目標水位①で事前放流を実施
（1）84時間先（GSM）の予測雨量が○○○mm以上
（2）①と②の条件を満たすとき

①84時間先（GSM）の予測雨量が○○○mm以上
②台風が○○ダム西側半径750km内を通過

（1）または（2）の条件を満たすとき、目標水位②で事前放流を実施
（1）39時間先（MSM）の予測雨量が○○○mm以上
（2）以下の①と②の条件を満たすとき

①39時間先（MSM）の予測雨量が○○○mm以上
②台風がダム西側半径750km内を通過

【複数の水位を設定】
予測時間（84時間先、39時間先）に応じて複数の目標水位を設
定
（1）目標水位① EL.○○○m（高標高）

※84時間先の予測雨量
（2）目標水位② EL.○○○m（低標高）

※39時間先の予測雨量

（その他の例）
実施基準：県管理ダムにおいて、県の災害警戒本部（洪水）が立ち上げられたときに事前放流を実施する事例等がある。
水位低下量：県管理ダムにおいて、事前放流実施判断時の流入量が基準渇水流量以下の場合は、10日間でダムの貯水量が回復する水位を設

定、基準渇水流量以上の場合は、基準渇水流量で10日でダムの貯水量が回復する水位を設定している事例がある。
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リスクと治水効果の両面から水位低下量を設定していくことが求められ761 
る。 762 

（対応の方向性） 763 
各ダムにおける利水容量のうち、事前放流に活用可能な未利用容量･不764 

特定容量なども把握するとともに、水位低下量の設定にあたり、過年度の765 
データ分析や複雑な計算をしなくとも水位低下量を簡易に算出する方法766 
も選択肢とすることも大事である。また、水位低下量を一つの固定水位と767 
して決めている事例などもあるが、ダムの実情に応じ、実績を踏まえつつ768 
効果も含めて確認し、引き続き改善していく余地があれば改善していくこ769 
とが必要である。 770 
事前放流については、高度な気象情報の活用や分析をもとに実施するダ771 

ムがある一方で、簡易な情報や方法により実施しているダムもあり、ダム772 
ごとにレベルにも差があるのが現状である。全てのダムにおいて一律に高773 
度な情報や方法による必要はなく、ダムの目的･規模や管理体制などに応774 
じてメリハリをつけていくことが必要である。 775 
こうした観点から、ダム毎の実状（管理体制、規模等）に応じた水位低776 

下量の設定方法の選択肢を整理した。（下記の「利用可能な降雨予測情報777 
について」と関連するので当該事項とあわせて整理した。） 778 
このなかで、事前放流による水位低下量を簡易に算出する方法として、779 

以下の手法が考えられる。 780 
 781 

事前放流の開始基準と水位低下量の設定方法 782 

 783 
 784 
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この方法では、予測雨量が重要であると同時に、流出率の設定も重要と785 
なる。総降水量と総流出量の実績データがあるところはその関係で整理し786 
て設定することが望ましい。こうしたデータがない場合は、既往文献等に787 
示されている地形区分に応じた値を用いることになるが、データの蓄積を788 
進めていくとともに精度の向上に努めていく必要がある。 789 
 790 

○利用可能な降雨予測情報について 791 
（現状の分析、課題） 792 

事前放流の実施にあたって利用している降雨予測情報や判断基準につ793 
いては、現在、実績雨量や予測雨量（メソモデルＭＳＭ、全球モデルＧＳ794 
Ｍ）をもとにする方法のほかに、気象庁発表の気象情報（台風に関する気795 
象情報、大雨に関する気象情報）をもとにしている事例などがあり、ダム796 
に応じて異なる。このように、予備放流や事前放流の実施判断の基盤とな797 
るのは台風の位置・コースや気象庁から配信される様々な降雨予測情報な798 
どであるが、利用可能な降雨予測情報の種類とその精度については、必ず799 
しもダム管理者に認識共有されていない。 800 
（対応の方向性） 801 

現状で利用可能な降雨予測情報に関して、その特性（予測時間など）や802 
精度など、現状の技術到達レベルについての認識を共有する。 803 
一部では、アンサンブル予測を活用した事例や技術開発が行われている。804 

アンサンブル予測は、最大値は治水側、最小値は利水側のリスクを示す幅805 
値として考えられる。さらには、民・学・官による長時間アンサンブル予806 
測開発（ＳＩＰ）が進められているところであり、長時間の予測情報をも807 
とにした早期からのダムの事前放流を可能とする、ダム最適事前放流予測808 
モデルが開発中である。 809 
前述しているが、ダムの事前放流については、高度な気象情報の活用や810 

分析をもとに実施するダムがある一方で、簡易な情報や方法により実施し811 
ているダムもあり、ダムごとにレベルにも差があるのが現状である。全て812 
のダムにおいて一律に高度な情報や方法による必要はなく、ダムの目的･813 
規模や管理体制などに応じてメリハリをつけていくことが必要であり、事814 
前放流等の実施判断にあたり、ダム毎の実状（管理体制、規模等）や精度・815 
リードタイム等に応じた降雨予測手法の選択肢を整理した。（上記の「水816 
位低下量の設定方法について」と関連するので当該事項とあわせて整理し817 
た。） 818 
降雨予測手法と水位低下量設定方法のそれぞれの特徴･長所短所やダム819 

の種類（規模の大小等）を踏まえると、今後に適用していくことが想定さ820 
れる手法の組み合わせとしては、降雨予測手法はメソモデル（ＭＳＭ）と821 
全球モデル（ＧＳＭ）、水位低下量設定手法は分布型モデル等による洪水822 
流出解析モデルと簡易手法が挙げられる。その際、例えば洪水の３日前の823 
段階であれば予測時間の長いＧＳＭ予測、その後、予測時間の比較的短い824 
ＭＳＭ予測がでてくればそれを使用していくなど連動した使い方が良い。 825 
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また、その先に技術開発等の状況を踏まえて適用していくことが想定さ826 
る手法の組み合わせとして、降雨予測手法はアンサンブル予測、水位低下827 
量設定方法は水系全体の統合システム（水系におけるダム流入量や河川水828 
位の予測を一つのモデルで行うもの）が挙げられる。 829 
今後、気象予測とダム操作をどのように連携していくかは大事なテーマ830 

である。気象庁の予報について、ダム管理の立場から、当該ダムの操作に831 
とって必要で有益な情報に加工して使用していくことが求められ、その際832 
に求める精度も含め、検討を行っていくべきである。なお、その際に、求833 
める精度や情報は各ダムにより異なり、ダムの状況に応じた検討が必要と834 
なる。また、降雨予測情報を使用するにあたり、ダム流域が小さい場合に835 
予測と実績が合わないなどの問題があれば補正方法等を検討することが836 
考えられ、その際、いろいろなパターンの実績雨量で検討し精度を高めて837 
いくことが求められる。 838 
  839 

◆数値予報の精度（令和元年東日本台風における事例） 840 

 841 
 842 
 843 
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○アンサンブル降雨予測技術の活用について 845 
（現状の分析、課題） 846 

事前放流を的確に行うとともに、放流後に貯留量が回復しなかった場合847 
の渇水被害リスクの最小化を図るため、降雨量の予測精度を向上させるア848 
ンサンブル降雨予測の技術開発が進められているが、ダム管理の観点から849 
こうした予測情報を活用する方法が確立されていない。 850 
（対応の方向性） 851 
 アンサンブル降雨予測は幅をもって予測値を示すことに特徴があるが、852 
ダム管理の実務においてアンサンブル予測から得られる幅を活用する方853 
法の基本的な事項を共有していく。 854 
 アンサンブル予測を活用する方法としては、アンサンブル予測雨量を流855 
出計算によってダムの貯水位に変換し、事前放流量（確保した空き容量）856 
に応じて、洪水時最高水位を超過するアンサンブルメンバー数の割合（洪857 
水調節容量が不足する割合）と洪水貯留準備水位まで達しないアンサンブ858 
ルメンバー数の割合（利水容量が回復しない割合）を整理して、これらが859 
いずれも小さい事前放流量（確保した空き容量）を見出す方法が考えられ860 
る。実務的には、アンサンブル予測雨量を時点更新しながら時々刻々の最861 
新データから「洪水調節容量が不足する割合」と「利水容量が回復しない862 
割合」を計算し、事前放流の目標水位の判断を繰り返すことが考えられる。863 
このとき、考え方の一例として、利水容量が確実に回復することを重点に864 
置くこととし、「利水容量が回復しない割合」がゼロの中で「洪水調節容865 
量が不足する割合」が最も小さくなる目標水位を選択する、ということが866 
挙げられる。 867 
アンサンブル予測の活用においては、治水と利水のバランスの中で最適868 

解を見出していくことが重要である。予測情報としては、雨量や流量の波869 
形も重要であるが、総雨量がどれほどかというボリューム感やその精度が870 
どれほど必要かということも重要になる。今後、アンサンブル予測の試行871 
を通じて事例を積み重ね、ダムの特徴を踏まえつつ、ダム管理への実装に872 
向けた判断基準等についてさらに検討を深めていく必要がある。 873 
 874 

○その他留意事項 875 
 各ダムで事前放流を実施するにあたり、ソフト・ハードの両面から課題876 
をレビューし、情報共有し、今後に活かしていくことが重要である。例え877 
ば、事前放流を行うための情報や放流設備等に係る課題だけではなく、こ878 
れまで水位が下がっていないところまで水位を下げる場合の水質に与え879 
る影響や施設に与える影響などの課題も考えられる。また、大きな放流設880 
備を用いて事前放流を行い水位を早く下げようとする場合には、ダムによ881 
っては貯水池の斜面の安定性に留意することなどが必要であり、それらの882 
知見を今後に活かし事前放流の充実を図っていくことが重要である。 883 
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 884 
 885 
 886 

③ その他ダム操作全般について 887 
○ダムの洪水期と非洪水期について 888 
（現状の分析、課題） 889 
令和元年東日本台風による洪水は、洪水期と非洪水期が切り替わる時期890 

に発生した。洪水期から非洪水期への移行期のダム管理は難しく、ダム管891 
理者は、貯留すべき洪水か、あるいは洪水に備えて逆に容量を空ける洪水892 
なのかという、大変難しい選択を迫られる。貯留すべき台風を逃してしま893 
い、その後に台風や大雨がない場合には、次年度を迎えるまでに水が不足894 
する渇水リスクを抱えることとなる。 895 
また、気候変動の影響により洪水期が現在より変化することの影響も考896 

えていかねばならない。 897 
（対応の方向性） 898 
非洪水期に発生する洪水に対しても、令和元年東日本台風においても対899 

応しているダムがあるように、予備放流や事前放流などにより備えていく900 
ことが必要である。 901 
気候変動の影響による外力の増大や降雨のパターンの変化の影響とと902 

もに、ダムの洪水期の期間の変化や制限水位の設定への影響も含め、気候903 
変動の影響を治水･利水の両面から研究していく必要がある。 904 
 905 

○ダムの管理体制について 906 
（現状の分析、課題） 907 
洪水時のダムの管理体制について、洪水時には、ダムへの流入量予測、908 

洪水調節操作、関係機関への情報提供、河川巡視、警報操作などの職務を909 
並行して執り行うことになるため、一定の職員数が不可欠である。洪水前910 
に事前放流を実施する場合、現在よりもさらに体制が長期間に及ぶことに911 
なる。また、事前放流や特別防災操作など、より高度にダムを活用してい912 
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こうとすると、ダム操作を行う職員の負担は増加する。 913 
現状で、ダム管理所の職員数は少なくなっており、また、当該ダムを熟914 

知している職員でなければすぐには対応が難しい面もある。 915 
（対応の方向性） 916 
バックアップ体制や支援体制等が必要であり、そのための準備を普段か917 

らしておく必要がある。気候変動の影響で異常な豪雨が頻発し、負担が大918 
きくなっている中で、さらなる負担増加にならないように配慮していく必919 
要がある。 920 

ダム管理所の職員や予算の制約の中で限られリソースをどこに投入す921 
るかが重要であり、情報の高度化やハードを行う必要性が高いダムに重点922 
投資していくなどのメリハリが必要である。 923 

 924 

 925 
 926 

  927 

警報所の操作
・サイレン吹鳴、スピーカー放送の遠方操作
・電光掲示板の表示変更、HPへの防災情報の掲示

ダム管理の状況（ダム管理所の洪水時の対応）

流
量

洪水調節操作 異常洪水時防災操作
時間

ダム放流量
ダム流入量

機械設備点検
扉体、扉当り、開閉装置のワイヤーロープ等の外観確認、油圧配管等周辺の異常（漏油）の確認、機側操作盤状態表示灯による設備の状態確認、油圧ポンプの試運転

電気通信設備点検
管理所内の受変電設備、多重無線装置、テレメータ観測設備、放流警報設備、移動無線装置、管理用制御処理設備、CCTV、模写電送装置、電話交換機の点検、予備発電設備の試運転

警報車の無線通信状態確認

事前放流
①実績累加雨量

②予測雨量（予測時間39時間先のMSM、予測時間84時間先のGSM）
③台風の進路予報（5日先）等

事前放流操作
（洪水貯留準備操作）

水位維持操作 水位低下操作

河川巡視
・サイレン吹鳴、スピーカー放送の確認

・河川利用者の確認と注意喚起

警報所等の操作
・サイレン吹鳴、スピーカー放送の遠方操作
・電光掲示板の表示変更、HPへの防災情報の掲示

洪水調節・異常洪水時防災操作
①予測雨量（予測時間1時間先の降水ナウキャスト、予測時間6時間先の降水短時間予報、予測時間39時間先のMSM）

②下流河川の予測水位

河川巡視
・サイレン吹鳴、スピーカー放送の確認

・ダム下流の河川状況、避難状況の確認

警報所等の操作
・サイレン吹鳴、スピーカー放送の遠方操作
・電光掲示板の表示変更、HPへの防災情報の掲示

降雨・流入

量予測
観測・分析

施設点検

情報提供

操作

巡視

警報

ダムの操作・放流状況について、逐次、自治体（ホットライン等含む）、関係機関へ情報提供、一般への周知（記者発表・HP掲載）
※洪水警戒体制発令、解除の連絡、ダムのゲート放流開始前、開始時、終了時の連絡、洪水調節開始前、開始時、終了時の連絡、異常洪水時防災操作移行○時間前、開始時、終了時の連絡

観測データの収集・分析、ダムへの流入量予測

ゲート操作（すりつけ操作・洪水貯留準備操作（事前放流操作）・水位維持操作・洪水調節操作・異常洪水時防災操作・特別防災操作・水位低下操作）

洪水調節・異常洪水時防災操作の可能性検討
事前放流の水位等設定・見直し

（後期放流操作）
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（２）避難行動に結びつくようなより効果的な情報提供への改善 928 
 929 
① 情報発信の方法論 930 
 931 
○異常洪水時防災操作への移行に関する記者発表について 932 
（現状の分析、課題） 933 

令和元年東日本台風において、城山ダムでは、異常洪水時防災操作への934 
移行に関し、より早い時間で記者発表等の情報提供をしたが、その後に再935 
確認（見合わせ）をしたことなど、状況及び発表内容が変遷した。これに936 
関して、受け手側において、「もう大丈夫だろう」あるいは「方針が二転937 
三転した」というように、避難行動に資する（避難のための時間をできる938 
限り確保する）という本来の目的とは異なる受け止めになった面がある。 939 
具体には、城山ダムに係る２回目の記者発表内容（メッセージ）から、940 

受け手側においては次のような受け止め方になった可能性がある。 941 
・「流入量が予測に達しなかった」 942 
→降雨や増水のピークを過ぎた（ヤマを越えた）、予測には不確実性が943 

あるにもかかわらず予測は正確だ 944 
・「当面見合わせます」「緊急放流する場合は」 945 
→緊急放流が必要である状態が解消した 946 

・１回目の記者発表内容にあった「命を守る行動を取ってください」との947 
メッセージがなくなった 948 
→避難行動を促されてはいない 949 

（対応の方向性） 950 
記者発表において、実施内容（見通し）を伝えるのみならず、受け手側951 

がその意味や自らの避難行動との関係を的確かつ誤解無く理解できるよ952 
うな説明・解説を付していくことが必要である。 953 
異常洪水時防災操作への移行の可能性を早い段階で周知したとき、異常954 

洪水時防災操作を開始するまでの間に途中の状況を適宜周知することは、955 
異常洪水時防災操作に移行する可能性が継続していること、つまり、避難956 
を判断し行動することを考えていただきたい状態に変わりがないことか957 
ら、避難をするための時間がまだありこの時間を有効に使っていただきた958 
いというメッセージ性のある発信として意味のあることである。これを踏959 
まえ、ダムが満水になり河川の水位を下げられなくなる可能性がある、命960 
を守るための避難行動を取っていただきたい、とのメッセージ性をポイン961 
トに考え、城山ダムに係る２回目の記者発表においては、例えば、次のよ962 
うな発表文とすることが考えられる（簡略文）。 963 
 964 

  965 
＜１回目＞ 
緊急放流の実施が見込まれます。命を守る行動を取ってください。緊急放流実施予定
１７時から。 

＜２回目＞ 
ダムへの流入量の実績と今後の予測雨量を検討した結果、１７時から見込んでいた緊
急放流の予定時間を繰り延べし、今後については、降雨の状況やダムへの流入量等を
注視しながら、あらためてお知らせします。 
現在もダムでの洪水貯留を続けていますが、ダムの洪水貯留可能な容量が減少（満水
位に近づき）し、ダムによって河川の増水（河川の水位の上昇）を緩和することがで
きなくなるおそれがあります。 
ダムが洪水貯留を続けているこの時間を有効に活用して、自治体からの避難に関する
情報を確認し、今のうちに命を守る行動を取ってください。 
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なお、異常洪水時防災操作への移行の可能性を周知するという、いわば966 
危急時の情報発信のみにおいて、すべてを説明し、受け手側に的確に理解967 
してもらうことは難しいため、平素から、説明・意見交換を通じて、異常968 
洪水時防災操作とは何か、洪水時にダムが満水になるということはどうい969 
う状態・意味なのかといったことを、ダム管理者と関係自治体や関係住民970 
との間で共有するようにすることが重要である。 971 
 972 

○異常洪水時防災操作の呼称･説明について 973 
（現状の分析、課題） 974 

ダム管理者は「異常洪水時防災操作」との呼称を用いる一方で、報道等975 
では「緊急放流」との呼称が使われている。「異常洪水時防災操作」は、976 
異常な洪水時におけるダムの操作の呼称として実施局面･オペレーション977 
内容を表してはいるが、ダム管理者の行為を正確に表そうとするあまり、978 
情報の受け手に対するメッセージ性が希薄になっている。 979 

（対応の方向性） 980 
異常洪水時防災操作に関して、発信する側の視点、受け手側の視点を整981 

理した上で、言葉と視覚情報を組み合わせて、受け手側が理解でき行動を982 
取りやすくなるような説明をしていく。 983 
具体には、説明内容として、「どのような操作･状態か」、「この操作･状984 

態をダム下流の沿川ではどのように理解していただきたいか」、「その操作985 
をせずにダムへの貯留を続けるとどのようになるのか」、「ダムが満水にな986 
ること、満水になりつつあることをどのようにリアルに感じていただくか」987 
の観点が重要と考え、それぞれの内容を下記の通りに整理した。 988 
 ここで示した図は一例であるが、図解、イラスト、動画アニメなどを利989 
用した説明コンテンツ（例えば、「異常洪水時防災操作って何？」）を作成990 
し、平素からの説明･意見交換に広く活用するのは有益である。 991 
重要なのは「情報と行動のブリッジ」である。平素（普段）と危急時（ま992 

さか）の両面からの説明により、「伝える」から「伝わる」「共感」になる993 
ようにしていくことを意識する必要がある。平素から関係自治体や関係住994 
民との間で、「ダムの能力とは」、「ダムの操作とは」、「異常洪水時防災操995 
作とは」、「事前放流とは」といったことを毎年繰り返し説明･意見交換し996 
ていくプロセス、つまり、リスクコミュニケーションを粘り強く実施して997 
いくことが重要である。 998 
 999 
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 1000 
 1001 
 1002 

 1003 
 1004 

【発信する側の視点～沿川住民等に対して何を
伝えたいか】

●ダムに貯め込める量が減り、最終的には貯め
込めなくなることから、ダム下流河川において
河川水位を低下させることができなくなる
→（被害の防止・軽減のための行為の一つをこれ

以上行えなくなり）ダムの洪水調節効果が減少
していく結果、自然のままの洪水の流れとなり、
下流河川の水位がこれまで以上に上昇し氾濫
のリスクが高まる危険性がある

●ダムに貯め込んだ貯留水をゼロから一気に

大量に放流開始するものではなく、最終的に
ダムへの流入量と同程度の量を放流することに
なる

→ダムの貯水位を下げるために放流するもの
ではなく、ダムがない場合の河川の洪水流量

よりも多くの流量を放流するものではない

【受け手の側の視点】

●明確さ（誤認回避性）
情報の受け手が誤解なく理解しやすいか、

●聞き取りやすさ（直感理解度）

直感的に意味を想像できるか、文字と音声の両面で意味を
理解しやすいか、別の用語と紛らわしくないか
●平易さ

言いやすいか、表示しやすいか（文字数が多い用語は好ま
しくない）、専門的すぎないか
●行動誘発性

情報の受け手が必要な行動を取ることにつながりやすいか
●定着度

定着している言葉か（行政内部の定着より一般への定着を
重視し評価）

●多義性
複数の別種の操作を包含した言葉になってないか

＜課題＞
異常な洪水時におけるダムの操作の呼称として実施局面･オペレーション内容を表してはいるが、
ダム管理者の行為を正確に表そうとするあまり、情報の受け手に対するメッセージ性が希薄

異常洪水時防災操作

改善に向けた考慮事項

（参考）気象庁「予報用語のあり方」 https://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/yougo_hp/kaisetsu.html

「異常洪水時防災操作」の説明

●どのような操作・状態か

ダム貯水池に流入した洪水の貯留が進み満水（貯留の限界）に近づいた段階において、ダムからの放流
量を、洪水調節中の限度放流量から漸増させ、ダム貯水池への流入量と同程度になるように近づけていき
、満水に達したときにはダムに洪水を貯められなくなり流入量をそのまま下流に通過させるもの

●この操作・状態をダム下流の沿川ではどのように理解していただきたいか

この操作を行うこととしたときには、ダムでの洪水の貯留、すなわち、氾濫被害の防止･軽減のためにダム
によって下流河川の水位低下を図ることがこれ以上できなくなる非常事態であり、下流河川はダムがない
状態に近づき自然のままの洪水によってこれまで以上に水位が上昇していくおそれがあり、氾濫のリスク
がより高まることから、沿川住民の方々には避難を判断し行動していくことを考えていただきたい

→ダムが満水になり上流の山地から流れてきた水がそのままダムを通り過ぎていくため、河川の増水
（河川の水位上昇）を抑制･緩和することができなくなり、氾濫のリスクが高まる

●その操作をせずにダムへの貯留を続けるとどのようになるのか
操作をせずにダムへの貯留を続けると、ダムの貯水位が上昇し続け、設計上、ダムから放流することが想
定されていない箇所からの放流となることが考えられ、（設備に損傷が生じればさらに続く洪水に対しても）
放流を制御することができなくなるおそれがあり、下流の河川水位の急激な上昇と氾濫が生じるおそれが
あるほか、それまでダム貯水池に捕捉された（溜まっていた）流木が急激に流下し下流被害の拡大が生じ
るおそれもある

＜キーワード＞ 満水、貯留の限界、水位低下機能、
通過、流入と同程度の放流、
非常、河川水位上昇、リスク、避難 等
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 1012 
 1013 
 1014 

  1015 

●ダムが満水になること、満水になりつつあることをどのようにリアルに感じていただくか
✓視覚的な絵･画像による直感的な情報を提供

通常の防災操作（洪水調節）

貯留

ダムに洪水を貯めることで
下流の流量を減らし
河川の水位を下げる

このような
操作・状態ではない

水位を
下げる

異常洪水時防災操作

同じ量

水位を
下げられ
なくなる
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５． おわりに 1016 
 1017 
ダムは、運用の変更等によって、気候変動による外力の増大に対応する可能性を1018 

有する施設であることから、これまでの知見や新たな技術等を活用し、より効果的1019 
なダム操作を展開してダムの有する機能を最大限発揮させていく必要がある。ダム1020 
の操作規則の見直し、新たな異常洪水時防災操作の操作方式の適用、事前放流の方1021 
法など、本検討会でとりまとめた内容の中には、これまでに実行・導入されている1022 
ものも含まれる。しかしながら、これらを一般化し、より一層多くのダムで活用し1023 
て、ダム操作を改善していくには、引き続き検討･研究を進め、知見や情報を蓄積･1024 
共有していく必要がある。 1025 
一言にダムといっても、その目的や規模、洪水や利水の容量配分などは様々であ1026 

り、また、ゲートにより洪水調節を行うダム、ゲートがなく自然調節を行うダムな1027 
ど、その操作方法や管理体制も様々である。ダム操作の改善の際には、各ダムの実1028 
情を踏まえて検討する必要がある。例えば、流域の要となるダムの場合には、高度1029 
な情報を活用して、事前放流や特別防災操作などの高度な操作を目指す必要がある。1030 
一方、流域の上流部や支川などに位置し、流域の要となるダムをサポートするよう1031 
な位置づけのダムの場合には、簡易な情報に基づき、できるだけシンプルな操作を1032 
目指すなど、メリハリをつけていくことが重要である。 1033 
なお、令和元年東日本台風等を踏まえ、政府では、既存ダムの有効貯水容量を洪1034 

水調節に最大限活用できるよう、令和元年 12 月 12 日に「既存ダムの洪水調節機能1035 
の強化に向けた基本方針」が策定され、関係省庁が一丸となって、必要な取り組み1036 
を進めている。具体には利水ダムを含めて事前放流を抜本的に強化していくもので1037 
あり、本検討会における事前放流の検討はこの取り組みに活かされていくものと考1038 
えている。 1039 
また、ダムの洪水調節能力には限界があり、施設では防ぎきれない大洪水は必ず1040 

発生することを社会全体で共有していく必要があるが、このとき、ダムに関係する1041 
全ての主体が、ダムの機能や操作を理解するとともに、必要な情報について共通の1042 
認識を持ち行動につなげていくこと（情報と行動のブリッジ）が重要である。ダム1043 
の洪水調節に係る情報提供については、真に「伝わる」（情報を受け取って理解･共1044 
感してもらい行動につなげる）ことに向けて、平常時と危急時の両場面をとらえて、1045 
更なる改善への取り組みを進めていかねばらない。ダムに関係する全ての主体の間1046 
で、ダムの能力とは、ダムの操作とは、異常洪水時防災操作とは、事前放流とは、1047 
といったことを共有していくプロセス、つまりリスクコミュニケーションを着実に1048 
進めていくことが重要である。 1049 
本検討会でとりまとめた内容は、令和元年東日本台風での対応で認識した課題を1050 

踏まえ、平成 30 年 12 月の「異常豪雨の頻発化に備えたダムの洪水調節機能に関す1051 
る検討会」の提言を受けた取り組みを、より実効性あるものとし、また、現場にお1052 
いてより適用しやすいものとする観点から補強するものであり、実際の取り組みに1053 
活かしていただきたいと考えている。平成 30 年 12 月の提言及び、本検討会のとり1054 
まとめ内容も含め、今後、気候変動による異常豪雨の頻発化が懸念される中、各種1055 
取組を推進し、ダムの有する機能を最大限発揮させつつ、ダムに関する多くの関係1056 
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者の連携に基づく防災行動により、安全安心な社会が構築されることを願うもので1057 
ある。 1058 

  1059 
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ダムの洪水調節に関する検討会 委員名簿 1063 
 1064 
 1065 
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 1074 
※敬略称 五十音順 1075 

 1076 
 1077 
 1078 
（参考）ダムの洪水調節に関する検討会 開催経緯 1079 
 1080 
【第１回検討会】 令和元年１２月２４日 1081 

○検討会の開催趣旨と今後の進め方について 1082 
○「異常豪雨の頻発化に備えたダムの洪水調節機能と情報の充実に向けて（提言） 1083 
平成 30 年 12 月」※を受けた取り組み状況 1084 

○令和元年台風第１９号におけるダムの状況 1085 
○ダムの洪水調節に関する課題 1086 

 1087 
【第２回検討会】 令和２年２月６日 1088 

○令和元年台風第１９号におけるダムの状況 1089 
○ダムの洪水調節に関する課題と対応の方向性 1090 

 1091 
【第３回検討会】 令和２年４月１７日 1092 

※新型コロナウイルスの感染拡大防止のため書面開催 1093 
○令和元年台風第１９号（東日本台風）におけるダムの状況 1094 
○ダムの洪水調節に関する対応（中間整理） 1095 
 1096 

【第４回検討会】 令和２年５月予定 1097 
○ダムの洪水調節に関する対応（とりまとめ） 1098 


